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～持続可能で高付加価値な茨城農業の実現をめざして～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

ＪＡグループ茨城は、第 29回茨城県ＪＡ大会（令和３年 10月）において、「未

来へつなぐ 持続可能な農業と豊かな地域社会をめざして」を掲げ、「持続可能で高

付加価値な茨城農業の実現」を目指し、様々な取り組みを進めてきました。 

 県内 JA・連合会では、役職員が一丸となって自己改革に取り組み、４つの目標

（「農業者の所得増大」「持続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会の確立」「農

業、地域・暮らしを支える組織・事業基盤強化」「ＪＡグループらしい積極的・効果

的な情報発信」）で多くの実績・成果を積み上げています。 

 

令和６年 10月には第 30回茨城県ＪＡ大会を開催し、「未来を耕すファンづくり

～選ばれるＪＡを目指して～」というテーマのもと、これまでの取り組みを継続・

深化させていくとともに、「ターゲットを明確にした積極的かつ効果的な情報発信」

にこれまで以上に取り組んでいくことを決議しました。 

ＪＡグループの自己改革に終わりはありません。組合員・地域の皆様にとって、

無くてはならない組織であり続けるため、ＪＡグループ茨城は、今後とも「不断の

自己改革」に取り組んでまいります。 

 

本冊子は、３ヵ年計画の最終年次が終了したことを受けて、ＪＡグループ茨城の

改革の実績・成果を要約・集約し、共有化するとともに、情報発信することを目的

としたものです。 

本冊子が皆様にとって、ＪＡグループへの理解を深め、より身近に感じていただ

くための一助となれば幸いです。 

 

令和７年７月 

ＪＡグループ茨城 

はじめに 
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Ⅰ．ＪＡグループ茨城の 
取組成果（概要） 
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★農業者の世帯所得（平均額）の増加

2,574 千円増加［44.0％up］

（令和 3年度と令和 6年度の比較） 

（１）農家所得の状況 （※）記帳代行制度を利用する農業者の世帯所得（平均額）

 

令和３年度から記帳代行制度を利用している農業者の世帯所得（平均額）は、新型

コロナウイルス等の影響からの脱却が進み、社会情勢の正常化が進む中で、令和３年

度から令和６年度で 2,574千円（44.0％）増加しました。

また、1,000 万円以上の所得がある農業者の世帯所得（平均額）は、引き続き規模

拡大による効率化を図ってきたことなどにより農業経営が安定し、令和３年度から令

和６年度で 1,574千円（10.0％）増加しました。 

《記帳代行制度を利用する農業者の世帯所得（平均額）の推移》 
（単位：千円）  （単位：千円） 

出典：茨城県農業協同組合中央会調べ 

※令和３年度から記帳代行制度を利用する農業者の世帯所得（平均額）で比較しており、令和４

年度以降利用を開始している農業者の所得は反映しておりません。
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（２）県内ＪＡ販売事業の状況  
 

★販売品販売高・・・・・県内７ＪＡで100 億円達成 

（令和４年度～令和６年度） 
 
 
令和４年度から令和６年度の販売事業は、気候変動の影響等もありましたが、青果

物の気候変動による全国的な出荷量の減少に伴う単価高や、米の需要高騰による米相

場の上場により、５ＪＡ（茨城旭村・ほこた・なめがたしおさい・北つくば・常総ひ

かり）については、販売品販売高 100億円を継続して達成しました。また、２ＪＡ（常

陸・水郷つくば）においても、令和６年度に販売品販売高 100 億円を達成しました。 

 

《販売品販売高の推移》   （単位：百万円） 《買取販売品販売高の推移》 （単位：百万円） 

  
出典：茨城県農業協同組合の現況より          出典：茨城県農業協同組合の現況より 

 
《販売事業実績》                          （単位：百万円） 

 
出典：茨城県農業協同組合の現況より 

129,504 131,333 
140,162 

157,048 

11,005 
9,043 10,140 

15,620 

令和３年度

前年度対比 前年度対比 前年度対比
水戸 7,340 7,506 102.3% 7,996 106.5% 8,296 103.8%
常陸 8,395 8,310 99.0% 9,494 114.2% 10,231 107.8%

日立市多賀 26 27 103.8% 26 96.3% 26 100.0%
茨城旭村 12,470 13,366 107.2% 13,832 103.5% 14,506 104.9%
ほこた 13,906 14,429 103.8% 15,010 104.0% 16,422 109.4%

なめがたしおさい 20,733 20,990 101.2% 22,057 105.1% 23,987 108.8%
稲敷 3,875 3,512 90.6% 3,791 107.9% 4,726 124.7%

茨城みなみ 1,643 1,776 108.1% 2,168 122.1% 3,792 174.9%
水郷つくば 9,477 9,086 95.9% 9,464 104.2% 10,934 115.5%
つくば市 1,685 1,741 103.3% 1,839 105.6% 2,019 109.8%

つくば市谷田部 1,874 1,717 91.6% 1,695 98.7% 1,799 106.1%
やさと 3,719 3,660 98.4% 3,712 101.4% 3,746 100.9%

新ひたち野 5,333 5,464 102.5% 5,833 106.8% 6,568 112.6%
北つくば 14,765 14,284 96.7% 15,503 108.5% 18,174 117.2%
常総ひかり 12,359 11,993 97.0% 13,710 114.3% 15,722 114.7%
茨城むつみ 6,272 6,987 111.4% 7,455 106.7% 9,041 121.3%
岩井 5,626 6,478 115.1% 6,569 101.4% 7,002 106.6%
合計 129,504 131,333 101.4% 140,162 106.7% 157,048 112.0%

ＪＡ名
令和４年度 令和５年度 令和６年度

販売品販売高
・取扱高

販売品販売高・取扱高 販売品販売高・取扱高 販売品販売高・取扱高

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
前年度対比 101.4% 106.7% 112.0%
令和３年度対比 101.4% 108.2% 121.3%

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
前年度対比 82.2% 112.1% 154.0%
令和３年度対比 82.2% 92.1% 141.9%
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（３）実需者ニーズに応える米生産の推進と水田収益力の強化  
 

人口減少や高齢化、食や生活様式の多様化が進展する中、主食用米の需要量は減少

を続けています。 

このような中、ＪＡグループでは、米の需給と価格の安定を通じて稲作農家の経営

安定を図るため、行政等と連携し、新規需要米や高収益作物等、安定した需要が見込

まれる品目への転換を図るなど、需要に応じた米生産を推進してきました。 

 また、本県では毎年、国が策定する米穀の需給見通し等をもとに生産数量目標に相

当する数値（目安）を設定し、その達成に向け取り組んできました。 

 その結果、令和４・５年産においては、全国的に民間在庫量が高い水準で推移する

厳しい需給状況のなか、平成 30 年に行政による生産数量目標の配分が廃止されて以

降初めて目安を達成し、主食用米の価格も上昇に転じたところです。 

しかしながら、令和５年の出来秋以降、高温の影響による精米歩留まりの低下や訪

日外国人による需要増加等により、全国的に民間在庫量が低く推移し、米価が高騰し

たため、令和６年産では主食用米の作付面積が大きく増加しました。 

主食用米面積は目安である 59,664ha に対し 59,900ha（目安との差 236ha、前年比

2,100ha）。新規需要米等面積は 13,592ha（目標▲2,918ha）、米以外の品目への作付転

換面積は 9,890ha（目標▲207ha）になり、目安を達成することは出来ませんでした。 

 今後、中長期的には主食用米の需要量は減少すると見込まれています本県水田農業

の発展と水田経営の安定化を図るため、ＪＡグループ一丸となって、需要に応じた生

産の取組みを推進してまいります。 

 

《米の作付動向》 

 
出典：茨城県農業再生協議会調べ 
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（４）みどりの食料システム戦略に対応した農業の推進 

  
農水省は、食料・農林水産業の生産力の向上と持続性の両立をイノベーションで実

現するため、令和３年「みどりの食料システム戦略」を策定し、令和 32年（2050年）

の目指す姿を示しました。 

これを受けて、中央会では、令和５年度にＪＡ営農担当部課長を中心とした「環境

保全型農業研究会」を設置し、「ＪＡグループ茨城 みどり戦略への対応の在り方」を

決定し、「環境に配慮した農産物の生産拡大」、「環境に配慮した農産物の販売強化」、

「消費者への積極的な広報活動」に取り組むこととしました。 

令和６年度の「環境保全型農業に係る実態調査」によると、化学肥料削減にむけた

取組みとして、17ＪＡが「土壌診断に基づく適正施肥」、14ＪＡが「混合堆肥複合肥料

の活用」を掲げており、特に、全農茨城県本部が開発した混合堆肥複合肥料「サステ

ナミライ」の利用が増加傾向にあります。今後、施肥による農業生産の環境負荷低減

さらには、コスト削減の効果が期待されています。また、有機農業（化学農薬・化学

肥料不使用含む）については、すでに７ＪＡが生産、販売へ取組む他、３ＪＡで新た

な取り組みが検討されているところです。 

 令和６年度より、茨城県と連携し、有機農業指導員の育成（令和６年度 系統内９名

育成）や、有機米技術実証圃を設置するなど、栽培技術の普及に取組んでいます。環

境に配慮した農産物の販売対策としては、いばらきコープと連携し、有機農産物販売

会や有機農業交流会を実施しました。 

第３０回茨城県ＪＡ大会決議においても「環境に配慮した農業の展開」が優先課題

とされ、次期３カ年において、地域に適した「環境保全型農業」が各ＪＡで展開され

ることが期待されます。 

 
※環境に配慮した農産物：減化学肥料・農薬、特別栽培、有機農業により生産された農産物 
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★「協同組合ネットいばらき」の協同組合間連携活動による 
「子ども応援プロジェクト」 １０ＪＡで実施（令和４年度実績） 
支援世帯数は2,377 世帯（令和４年度～６年度延べ世帯数績） 

★「県内一人暮らし大学生食の支援」を3,400 名に実施 

 

 

 
 

 

（１）くらしの活動による地域貢献活動  
 

★たすけあい活動「子ども食堂」 12ＪＡで実施 （令和５年度実績） 
★地域貢献活動「災害用物資の備蓄」 11ＪＡで実施 

  （令和６年度実績） 
 

新型コロナウイルスの影響も徐々に落ち着き、令和５年度からは活発な社会経済活

動が再び行われるようになり始めました。そのようななかで、県内全てのＪＡが「く

らしの活動」を通じて、組合員や地域住民等と共に地域貢献活動に取り組みました。 

「たすけあい活動」では、ＪＡに期待される地域貢献活動として「子ども食堂」に

12ＪＡ（令和５年度）が取り組み、各種団体へ食材の提供を行いました。 

「地域貢献活動」では、毎年のように大規模な自然災害が発生する状況のなかで、

地域の拠りどころとなるための災害用物資の備蓄を 11ＪＡ（令和６年度）が進めてき

ました。 

「農業に関する理解促進活動」では、県内全てのＪＡが「農業体験」や「直売所イ

ベント」等に取り組み、「学校給食への食材提供」は、令和５年度で 12ＪＡが実施し、

食農・食育活動の強化を図りました。 

 

（２）協同組合間連携による地域貢献活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

協同組合ネットいばらきを中心に協同組合間連携の取り組みを進めてきました。 

フードバンク茨城と連携した食に困る世帯への食料支援「子ども応援プロジェクト」

には、令和４年度に 10ＪＡが取り組み、ボランティアや食品、寄付金の支援を行いま

した。令和４年～６年の延べ支援世帯数は 2,377世帯となっており、今後も継続した

取り組みを行っていきます。また、コロナ禍や物価高騰で困窮する県内の一人暮らし

の大学生に対する食の支援を生協連などと連携し、実施しました。 

  

Ⅱ．地域・くらし 
～持続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会の確立～ 
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★ＪＡ役職員行動基準とＪＡ教育研修計画の実践 

 

 

 

 

（１）地域・組織・事業基盤を支える「人材」の育成・確保 
 

 

 

ＪＡグループ茨城では全ＪＡが役職員行動基準を策定・実践し、役職員研修への計

画的な参加を通じて地域・組織・事業基盤を支える人材育成に取り組みました。 

  令和４年度は新型コロナウイルスの影響により役職員研修への参加実績が減少し

ましたが、令和５年度以降は実開催に加え、Ｗｅｂや動画などを活用し役職員の人材

育成に継続的に取り組みました。 

  また、ＪＡ職員として必要な基礎的知識の習得度をはかる基本認証試験については、

基本認証の対策研修として、初級から上級（全国統一試験）はＥラーニング方式によ

る研修と簿記・会計科目の補講研修を集合研修で実施し、全体合格率の向上に取り組

みました。 

 

 
出典：茨城県農業協同組合中央会調べ 

 

 
出典：茨城県農業協同組合中央会調べ 
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Ⅲ．組織・経営 
～農業、地域・暮らしを支える組織・事業基盤強化～ 
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（２）営農経済事業改革の取り組み 

 

★組合員の農業所得貢献額 2,412,183 千円 
★ＪＡ経営効果額     109,342 千円 

（令和４年度～令和６年度の効果額の合計） 
 
 

令和元年 12 月に「農業所得増大」かつ「ＪＡ営農経済事業の採算性確保」を実現

する「ＪＡグループ茨城 営農経済事業マスタープラン」を策定し、県内ＪＡは課題

に対応したアクションプランを実践してきました。 

新たに追加したアクションプラン「生産コストの低減（混合堆肥複合肥料）」による

コスト削減や、「園芸の契約栽培の拡大」による農家所得の確保等、8つのアクション

プランの実践を通じて、合計2,412,183千円、組合員の農業所得増大に貢献しました。 

また、「購買品配送の効率化」による運賃別表示を通じた肥料自己取りの促進や、

「園芸販売事業の手数料等の見直し」による手数料･利用料の適正化等、４つのアク

ションプランの実践を通じて、合計 109,342千円、ＪＡ経営に貢献しました。 

 

《組合員の農業所得貢献額》                    （単位：千円） 

 
出典：茨城県農業協同組合中央会調べ 

 

《ＪＡ経営効果額》       （単位：千円） 

 出典：茨城県農業協同組合中央会調べ  
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（３）組合員への利益還元状況 
 
 

★令和６年度剰余金処分による配当金273 百万円増加  

（令和３年度剰余金処分との比較） 
 

県内ＪＡの組合員への利益還元状況については、近年増額傾向にあり、令和６年度

剰余金処分における配当金の合計額は 832,052千円となり、令和３年度剰余金処分よ

り 273,389千円増加しました。 

とりわけ、購買事業と販売事業の取扱実績に対して実施される事業利用分量配当

の実施ＪＡ数は 11ＪＡとなり、農業者の所得増大に貢献しました。 

 

《出資配当・事業分量配当 とりまとめ》           （単位：千円） 

 
出典：茨城県農業協同組合の現況より 
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（４）組合員の意思反映・運営参画の取り組み 
 

平成 27 年度から各ＪＡでは「自己改革実践サイクル」に基づく自己改革をすすめ

ています。第 29 回茨城県ＪＡ大会（令和３年 10 月開催）においても、「組合員との

対話活動」の継続・強化に取り組むこととしました。第 29 回茨城県ＪＡ大会での決

議を踏まえ、令和４年４月には、『ＪＡグループ茨城「ＪＡ自己改革に関する対話運

動」の継続・強化について』を策定し、各ＪＡでは、「組合員との対話活動」に取り組

んでいます。 

  

① 正組合員との対話 

令和元年度から令和３年度の前３カ年は、新型コロナウイルスの影響により、対話

での活動に制限がかかる状況が続きました。しかし、令和４年度から令和６年度の３

カ年では、全てのＪＡが対面での対話活動を再開し、組合員との対話に取り組んでい

ます。 

具体的な活動：組合員宅への訪問活動による対話活動 

地区（支店）別総代会等での説明と対話活動 

 

② 准組合員との対話 

令和４年度から令和６年度の３カ年では、各ＪＡが工夫して准組合員との対話活動

を行っています。複数のＪＡが、准組合員向けの広報誌を発行しています。また、准

組合員専門プロジェクト委員会を立ち上げ、准組合員の意思反映・運営企画の検討に

取り組むＪＡもありました。 

 

③ 全ての組合員とのアンケートを活用した対話 

令和４年度から令和６年度の３カ年では、５ＪＡ（水戸・常陸・水郷つくば・つく

ば市・新ひたち野）が、組合員のメンバーシップの状況（行動×意識）を数値化し、

組合員の実態（ニーズ等）を把握する『組合員のメンバーシップアンケート』を実施

しました。また、複数のＪＡで、ＪＡ独自でアンケート項目を考え実施する『組合員

アンケート』に取り組みました。多くのＪＡでアンケートを活用し、広く組合員の声

を聴取しました。特に、ＪＡ水戸は『組合員のメンバーシップアンケート』を３カ年

連続で実施し、全国のモデルＪＡとして積極的な対話活動に取り組んでいます。 

また、２ＪＡ（茨城旭村・水郷つくば）が、ＪＡモニターを実施し、准組合員や員

外利用者の意見の集約と、意見の反映に繋げています。 

  

④ 組合員の声の集約・共有およびフィードバック 

県内全てのＪＡが、広報誌やリーフレット・ＳＮＳ等により、組合員からの意見・

要望等の集約と情報の開示を行っています。 

 

今後も、ＪＡグループ茨城「ＪＡの自己改革に関する対話運動」の継続・強化を図

り、組合員との徹底した対話により把握した組合員の意思を十分に反映させた組織・

事業運営に取り組んでまいります。 
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★サッカーJ1：鹿島アントラーズ 
タイアップ商品「アントラーズ一番星」の PRの拡大（鹿 BIG等） 

★サッカーJ2：水戸ホーリーホック 

 ホーム開幕戦にて冠試合の開催、ジュニアチームへの食農教育 

★バスケット B1：茨城ロボッツ 

 ホーム最終戦にて冠試合の開催、ユース生・保護者への食農教育 

 

 
 

 ★プレスリリースの本数 １５件増加［24％up］  
     （令和４年度と令和６年度の比較） 

 

 

 

 
 

（１）プロスポーツチームとの連携     
   

プロスポーツチーム（鹿島アントラーズ、水戸ホーリーホック、茨城ロボッツ）と

の連携強化を進めることで、地域住民や消費者とのつながりづくり（ＪＡファンづく

り）と県産農産物のＰＲに取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）マスメディアを活用した情報発信の強化 
 

 

 

 

 

 

プレスリリースを通じて、ＪＡグループ茨城の取組をメディアに報道として取り上

げてもらうことで、消費者や地域住民に対して、農業やＪＡに関する情報を広く効果

的に発信してきました。 

《プレスリリースの年間本数》 
  Ｒ４年度 Ｒ６年度 増減 

年間本数 ６２件 ７７件 １５件 

  
うちＪＡ １６件 ２５件 ９件 

うち連合会 ４６件 ５２件 ６件 

 

Ⅳ．情報発信への取組み 
～ＪＡグループらしい積極的・効果的な情報発信～ 
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Ⅱ．令和４年度から令和６年度 

       ＪＡ・連合会の取組成果  
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JA 水戸 

～自己改革の取組成果～
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農 業

地域を支える多様な担い手の確保と経営力強化

TAC活動による情報収集により、親から
子などへの経営継承や就農経験の浅い農業
者の支援を行いました。
また、組合員の税務申告の事務負担軽減

のための記帳代行支援の実施や専門職の養
成、経営体を支える外国人技能実習生の受
入れなどに取り組みました。

所得増大に向けた生産力強化

所得増大に向けた販売力強化

栽培技術講習会の開催や専門的な知識を
持った職員育成により、営農指導力の強化
を図りました。
生産性の向上・生産トータルコスト低減

に向けた土壌診断の取組み強化、重点品目
の設定による銘柄集約や予約注文などによ
る生産コスト資材の提供に取り組みました。
農機センターにおいても、低コスト農機の
普及拡大と農機レンタル等の活用による生
産コスト削減の提案を実施しました。

実需者ニーズに合わせた品質・規格の統一に
より販売力強化に取り組みました。また、令和
6年1月に発足した有機農業研究会による青果物
の出荷が始まるなど、持続可能で高付加価値な
地域農業への取組みを進めました。
また、SNSを活用した直売所イベントの情報

発信の強化し、JA農産物のイメージ向上を図り
ました。

自己改革の取り組み成果（要約）

14



地域・くらし

地域・くらし

JAくらしの活動による地域貢献活動の展開

食農教育活動
次世代を担う子供たちに地域の農
業への理解促進を図っています。

地域貢献で米を寄贈
地域の子どもたちの健康とくらし
づくりのため、子どもフードパント
リー水戸に米を寄贈するなど積極的
な支援を行いました。

組織・経営

ＪＡ自己改革を支える「人材」育成と確保
ＪＡ教育研修計画に基づき、役職員の学習の場を拡大し、専門的な技術・知識を持った職員
育成を強化した結果、ＦＰ1級や内部監査士等の有資格者が増加しています。

ＪＡ事業・活動に対する組合員の意志反映・運営参画の強化

組合員との対話活動の実践
令和6年度も引き続き行った正・准組合
員アンケートのほか、組合員会議で対話
活動を年2回実施し、組合員意志反映に努
めました。

情報発信への取り組み

ＪＡグループらしい積極的・効果的な情報発信

広報誌「協同の心」電子版の公開を
開始。JA水戸公式LINEを活用して、登録者に発信するなど、
地域農業やJAの情報発信を強化しました。
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JA 常陸 

～自己改革の取組成果～ 
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食
食
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JA 日立市多賀 

～自己改革の取組成果～ 
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JA 茨城旭村 

～自己改革の取組成果～ 
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農業 農業者の所得増大

取組１
平成27年度に初めて販売高100億円を突破して以来、令6年度までの10年間、100億円という高水準を維持してきました。

令和6年度は前年に比べると約104.9%、金額で6億7,389万円増加し、145億663万円の実績となりました。

販売高100億円 10年連続維持 営農事業拡充に尽力

取組２
令和5年度より段階的に始まった青果物管理センターお

よび青果センターの機器類の更新は、令和6年度内におい

てもおよそ3億9,600万円（うち6,700万円は鉾田市儲かる

産地支援事業補助金）の設備投資をしました。

ＪＡ青果物販売において付加価値販売を実現している光

センサーなどの設備を更新し、将来的な収益の安定を図っ

ていきます。

大規模機器類の更新で将来の収益確保

取組３ アメリカ大使館視察員が産地視察

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ5年度 R6年度

（千万） 販売高の推移

10月3日にアメリカ大使館からのメロン産地視察を受入

ました。大使館から来た視察員はアメリカへのメロン輸出

事業を目指してメロン生産者の圃場や集出荷が行われてい

る青果物管理センターを見学したほか、茨城県や鉾田市、

JA茨城県中央会も同席した意見交換会に参加しました。

意見交換会では産地生産者の代表としてメロン部会の江

沼俊部会長、箕輪哲也前部会長およびアールスメロン部会

の鬼澤忠博部会長も参加し輸出に向けた建設的な意見が交

わされました。
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地域・くらし 持続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会の確立

取組１
令和6年度のJAに対する意見・要望調査は、前年まで行ってきた管内エリアを対象にしたアンケート調査から事業別で無作為に

選出されたモニターによるアンケート調査方式（JAモニター制度）に変更し、正組合員、準組合員、組合員外を問わないJA事業利

用者に対しての意見・要望調査を行いました。

JAモニター制度実施により意見・要望を調査

取組２
ＪＡでは、財務３指標を達成するために

ＰＤＣＡサイクルの徹底、決算予測（分

析）の高精度化、コストオペレーションを

徹底することで経営を安定化させ、組合員

への利益還元として配当金を支払っていま

す。配当金は出資された金額に応じて支払

う出資配当金とＪＡ事業の利用料に応じて

支払う事業分量配当金の2種類があります。

組合員への利益還元 安定経営で配当金を確保

取組１
6月21に鉾田市立旭西小学校の2年生が青果物管理センターの見学に訪

れました。見学に参加した児童は生産者から出荷されたメロンの検査か

ら箱詰め、市場等へ出荷するための荷分け作業までの一連を施設の見学

を通して学びました。

地域住民とのつながりを強化

取組２
11月29日に鉾田市の福祉事業にJAで取り扱う甘藷50㎏とねぎ25㎏を

鉾田市社会福祉協議会に無償で提供しました。

提供した食材は、生活が困窮している世帯に対し無料で食品や日用

品を提供している「あつまれ！みんなの食卓応援事業」で利用されま

した。

鉾田市福祉事業に食材提供

組織・経営 農業、地域・くらしを支える組織・事業基盤強化

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度

出資配当金額
17,461千円
（2.1％）

17,679千円
（2.1％）

25,961千円
（3.0％）

22,083千円
（2.5％）

事業分量
配当金額

27,906千円 31,610千円 40,179千円 60,094千円
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JA ほこた 

～自己改革の取組成果～ 
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JA 稲敷 

～自己改革の取組成果～ 
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 所得増大に向けた『販売力強化』への取組み  

 ～先進技術への取り組み～ 

 管内担い手農家へ農地の集約が進んだことからも西部地区の試験圃場において、作業効率化とコスト削減の提案

として、ドローンをフル活用した水稲試験栽培をおこないました。4月に元肥の散布、その後自動操舵システムを利用

した効率的な代掻きを実施、播種はリゾケアでコーティングした種子を散播（育苗ハウス資材コスト削減）、追肥時期

にもドローンによるリモートセンシングを駆使した可変施肥にて効率的な追肥、殺菌剤・殺虫剤を分けて適期防除を

行いました。試験結果を 12 月下旬に報告会を実施し、作業時間の短縮、労力の軽減、反収も 600kg を超える成果

が確認できました。管内ではドローンの普及が進んで来ており、事故の発生がないよう運航してもらうために、安全操

作講習会や技量の確認としてドローンコンテストを実施しました。 

 

ドローン安全講習会 

 

作見会 

 

ドローンによる種子散播 

 

～飼料用米専用品種登録へ向けた取組～ 

 令和 6 年度より飼料用米において専用品種以外での作付けに対し助成金の見直しが行われることから、生産者よ

り要望の多かった早生多収品種の「ちほみのり」について県知事特認制度で認めていただけるよう県再生協議会へ

の働きかけを行い、特認品種として認定を受けることができました。 

 

～江戸崎かぼちゃの取り組み～ 

 新型コロナの影響により量販店舗での消費宣伝活動が行えませんでしたが、新利根直売所の 6 月及び 12 月のイ

ベント開催時に、試食宣伝や部会員によるトークショーを開催し、PR 活動を実施しました。こもれびの森イバライドと

協力体制を取組み、収穫体験に向けた企画立て栽培圃場を設置しました。稲敷市地域おこし協力隊隊員 1 名の研

修受け入れと、江戸崎総合高校の生徒を職業訓練として受入れ、収穫作業や出荷作業の体験を行い、将来の江戸

崎かぼちゃの従事者となるよう研修対応を実施しました。 

        
試割会で生育状況の確認 収穫作業の体験 職業訓練の受け入れ 

 

 

農  業 

  自己改革の取り組み成果（要約） 
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～直売所を通じた販売力強化～ 

 直売所は恒例行事となっている 6 月「江戸崎かぼちゃフェア」を開催し南瓜部会女性部による江戸崎かぼちゃ試

食会や新作となる江戸崎かぼちゃプリンの販売を行いました。イベントステージでは南瓜部会員と江戸崎かぼちゃ大

使 Ayaka Rosy Muto さんのステージトークで江戸崎かぼちゃの PR販売を実施できました。12月は「年末フェア」を開

催し金江津れんこん・抑制栽培の江戸崎かぼちゃの販売を実施。イベント内容としては子供向けの食育講座や直売

所の野菜を使ったぬか漬け講座・直売所部会員のバンド演奏などを実施し、来場いただいたお客様には楽しみなが

ら稲敷特産野菜を知っていただくことができました。また、シン・いばらきメシ総選挙 2024で「江戸崎かぼちゃのほっく

りモンブランプリン」がカスミ賞を受賞することができ、R7 年度においてはカスミで商品化することになり江戸崎かぼち

ゃの更なる知名度アップと新たなファン獲得が期待できます。 

直売所の Instagram登録者数は 3,550件となり今後も SNSでの発信を図り子育て世代の獲得を図っていきます。 

 

江戸崎かぼちゃの直売 

 

かぼちゃフェアでのステージトーク 

 

シン・いばらきメシ総選挙 2024 

  
  

 地域貢献などの協同活動の拡大 
当 JA では、フードバンク茨城の主催する「子ども応援プロジェクト」へ食料の寄贈・「プレママくらぶ」による子育て

支援はじめ、すべての人が来店しやすいように車いすの導入を行うなど、地域貢献活動を行っています。 

 

新入生の安全を願い帽子の贈呈 

 

保育園で絵本の読み聞かせ 

 

献血に協力 

              組合員との対話活動の継続  
 地域・組織・事業基盤を支える「人材」育成と確保 

各地区の担い手農業経営研究会では、定期的に勉強会等を開催し、組合員との意見交換により情報を共有して
います。また、組合員を対象としたアンケートを実施いたしました。今後も、ご意見を参考にしながら『組合員の皆さま
と地域に必要とされるＪＡ』を目指し運営に活かしてまいります。 
現在、売り手市場と言われる採用状況の中、若者の就業観が大きく変化し、考え方も両極化が進んでいます。職

場内のコミュニケーションが十分に取れる環境を整備し、環境変化に対応できる人材の育成、離職防止及び働きや
すい職場づくりに取り組みました。 

   

 農作業事故防止 VRゴーグル体験  

 

組織・経営 

地域・くらし 
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JA 茨城みなみ 

～自己改革の取組成果～ 

34



自己改革の取組成果（要約）【令和４年度から令和６年度】

≪農業≫
◎農業者の所得増大への取り組み

●  所得増大に向けた生産力強化
普及センター、行政等と連携して、生産性の向
上や生産トータルコスト低減による生産力強化の
取り組みをすすめ、農業者の所得増大に努めました。
営農指導員・ＴＡＣにかかる情勢変化に応じた
知識習得のため12回／年の外部研修及び４回／年
の普及センターと連携した研修に参加しました。

● マーケットインに基づく販売力強化と農業所得
の安定化
直売所では、商品陳列・レイアウト等の見直し
を検討し、直売所機能を強化する店舗づくりに努
めました。また、県内ＪＡからの季節別特産品を
仕入し品揃えの強化を実施、顧客満足度向上によ
る購入単価の増加を図りました。
直売所利用者拡大に向けた取り組みとして、開
店周年イベントや新米フェア、出張販売を積極的
に開催し、直売所利用拡大に向けた取り組みを行
いました。

● 生産性の向上、生産トータルコスト低減の取り
組み
普及センターと連携した栽培試験等を実施す
る実証圃場200aの設置（品種コシヒカリ：水稲
除草剤新剤の散布）や、現地検討会の開催、栽
培試験結果に基づく栽培講習会等を実施しま�
した。

●  所得増大に向けた農業経営管理支援の強化
記帳代行支援によって、税務申告事務の負担軽
減につながるよう活動しています。
記帳代行会員の面談会を年３回実施し、青色申
告会活動を支援しています。また申告用のデータ
登録利用も年900件以上の利用がありました。

記帳代行支援

直売所フェア

栽培講習会

営農外部研修
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≪地域・くらし≫
◎ 持続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会の確立

●  地域貢献のためのＪＡくらしの活動

組合員および地域住民とのつながり
をより強化した活動として、職員が統
一したブルゾンを着用し、児童の交通
安全のため見守り活動を行い、地域へ
の社会貢献活動を実施しました。

● ＪＡ女性部との意見交換

ＪＡ女性部員のＪＡ運営への参加・
参画に取り組んでいます。
女性役員の割合が全体の15％以上と
なり、「女性部総会」や「女性のつどい」
による女性部員との交流等を通じ、女
性理事（女性部員）が毎月理事会に出
席しています。

≪組織・経営≫
◎ ＪＡ事業・活動に対する組合員の意思反映・運営参画の強化

● 「組合員との対話活動」の継続・強化
毎月の訪問活動「ふれあいデー」を通じ、組合員からの意見要望を収集し、准組合員につ
いては、地域コミュニティ誌「ハートフル」（夏号・冬号）にて意見等を集約しました。広
報誌等を通じて、ＪＡによる地域農業への貢献や協同組合の特徴、ＪＡの事業を利用する意
義等について発信しました。また、准組合員や地域住民からの意見・要望に対しても広報活
動を通じてフィードバックしました。

≪情報発信への取り組み≫
◎ 有益な情報のグループ内での共有と利用活用の促進

グループ内の有益情報を共有・横展開し、効率的な情報発信および共通課題の解決に注力
しました。中央会等が発信する情報について、必要に応じて職場内広報を利用し、職員への
情報提供を行いました。

地域貢献のためのJAくらしの活動

JA女性組織メンバーとの意見交換
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JA つくば市 

～自己改革の取組成果～ 
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所得増大に向けた『販売力強化』への取り組み

自己改革 令和6年度の取り組み成果（要約）

農業

芝の品質向上を目的とした芝栽培講習

会を開催し、芝部会部会員、全農いばら

き、つくば地域農業改良普及センター、

肥料メーカー、ＪＡ担当者３７名が参加

しました。

茨城県は日本芝の生産出荷数が日本一

で、そのほとんどがつくば市で生産され

ています。JAつくば市芝部会では部会

員９６名が総作付面積約65haのほ場で

日々優良芝の生産を行っています。

芝栽培講習会

最良食味米生産部会

茨城県ＧＡＰ第三者認証制度確認証交付

東京都で開催された「茨城をた

べよう収穫祭」に農産物販売の

ブースを出展し、つくば市のブラ

ンド米「筑波北条米」のPRや新

鮮な野菜など販売しました。来場

者らは野菜を手に取りその品質の

高さに感心している様子も見られ

ました。

慣行の水稲培土を使用した苗との比較

栽培を行う為、J-クレジット制度の取

り組みの一環としてバイオ炭を培土とし

て使用した水稲苗の播種を行いました。

今後はバイオ炭使用苗を植えた水田の

中干期間を延長することで、ひとつの圃

場で異なる方法論を用いた2つのクレ

ジット創出を目指します。

播種の様子

バイオ炭培土で水稲苗

行政等と連携し農産物の栽培

講習会を毎年開催しています。

また契約栽培野菜の加工用ト

マト・ネギ・生姜は、栽培工程

に合わせた講習会や圃場巡回を

行い、栽培品質の安定化と新規

生産者に対するフォローアップ

の体制を強化しました。

梨新梢管理講習会の様子

各種講習会の実施

生産力の強化に向けて

所得増大に向けた『生産力強化とコスト削減』への取り組み

北部営農経済センターの坂寄真一

副センター長が地域の農業振興を渾

身的に支えている営農指導員として

「功労賞」を授与しました。

同職員は、離農が深刻化する地域

の農業に関する相談役として、大規

模生産者・水稲生産者に向けての複

合提案などを行うなど地域農業の発

展に貢献してきました。

坂寄真一職員

営農指導員として功労賞

検定資格の取得により経営管理支

援を担う担当者の育成に力を入れて

います。

農作物の品質向上や、収量の増加

に向けたアドバイスを行い、新規就

農者や初めて取り組む栽培品目でも

安心して農業を行うことができる体

制をバックアップしています。

有資格者数

検定資格取得による営農支援

所得増大に向けた『農家経営管理支援の強化』への取り組み

地元農産物を広くPR

出展ブースの様子

営農技術指導士 12人

農業経営診断士 12人

農産物検査員 11人

毒物劇物取扱責任者22人
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地域・くらし

贈呈の様子

つくばこどもの青い羽根基金へ

玄米10俵寄付

農業体験を通じて子供たちにお米

になるまでの過程を学び食の大切さ

を学んでもらおうと、地元生産者の

圃場にて管内の園児を対象に田植え

体験を開催しました。

初めは水田の感触に戸惑っていた

園児達も次第に慣れてくるとお互い

に笑顔を見せあい、泥だらけになり

ながら田植えを楽しんでいました。

幼稚園児 田植え体験

幼稚園児

田植え体験

１支店・事業所、１役職員 １協同活動の実践

筑波大学女子サッカー部と令和６年

度パートナーシップ合意書を締結しま

した。つくば市農業協同組合のブラン

ド米である「筑波北条米」を年間７２

０キロ無償で提供しています。筑波北

条米のPRになるとともに、筑波北条

米が体力つくりやバランスの良い食事

を取っていただくことの手助けになる

事が期待されます。

筑波大女子サッカー部

筑波大女子サッカー部へ

北条米無償提供

豊里学園つくば市立上郷小学

校で「職業人インタビュー」行事

に参加し、井坂一成豊里支店統括

支店長が講師を務めました。

児童らが地域の企業について仕

事に対する思いや工夫している点

について考えを深め、働く人たち

から学んだことを生かして社会と

関わるためにできる行動を実践す

ることを目標としています。

大盛り上がりの授業風景

地元小学生が

職業人へインタビュー

管内4支店でクリスマスに合わせた

感謝イベントを開催し、来店者らに

ポインセチアやシクラメンを手渡し

ました。

支店内外をクリスマス仕様に数日

前から飾り付け、クリスマス当日に

来店された組合員や地域住民に季節

の花をプレゼントし地元生産者や農

産物直売所のPRを継続して行ってい

ます。

イベントの様子

各支店

季節イベントを開催

女性部

意見交換会開催

「つくばこどもの青い羽根基金

寄付贈呈式」に関組合長と笹本営

農部長が出席し、JAつくば市か

ら寄付金と地元産の玄米１０俵

（６００キロ）を五十嵐立青市長

に贈呈しました。

贈呈式では五十嵐市長は感謝の

意を伝え、子どもを育む地域社会

の貢献を願いました。

女性部役員との意見交換会を開催

し、ＪＡへの質問や要望について意

見が寄せられました。

組合員と対話することにより組合

員の意思に基づいた組織を目指して

おり、同意見交換会も毎年行われて

いる。「女性部活動を積極的に外部

にＰＲしていくためにはどうしたら

よいか？」などの声が上がり活発に

意見交換される姿が見られた。

意見交換会の様子
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JA つくば市谷田部 

～自己改革の取組成果～ 
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JA やさと 

～自己改革の取組成果～ 
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令和6年度 JA自己改革（第3年次）の主な取り組み成果

　管内の支援団体や子ども食堂へ５kgのお米を78袋送りまし
た。今年はお米の金額が高いため思うように集まらないそう
です。この支援によって多くの子どもたちに食べてもらい、
大変、喜ばれています。

　石岡市と有機野菜生産者が協力して、人参、ジャガイモなどの有機野菜詰め合
わせを管内の幼稚園・小学校の児童にプレゼントしました。石岡市のオーガニッ
クビレッジ宣言に向けて、有機野菜に対する意識を高めてもらうことが目的です。
安心、安全な有機野菜を食べてより一層、身近に感じてもらいたいと思います。

　小幡地区のボランティア団体に、立哨指導用のベスト20着寄贈しました。
この団体は小幡各地区ごとに、地域住民がボランティアで、子供たちが事故
にあわないよう安全に登校できるようにと立哨指導を行っています。子供た
ちの安全を守るほか、運転しているドライバーへの注意喚起にもなっています。

　茨城県農林水産部主催の「いばらき米の極みコンテスト」
の有機米部門において管内の生産者が最優秀賞を受賞しまし
た。その他にも３位に入賞し管内で獲れた有機米の食味のPR
に繋がっています。

　柿岡直売所、園部直売所にあるAED機器を更新しました。
直売所は週末になると多くの買い物客でにぎわっています。
来客者、近隣住民の緊急時に備えAEDを設置しました。

　直売所にて管内の幼稚園児向けの絵の作品展を開催しまし
た。毎年、管内の幼稚園、保育所の園児たちにご両親の絵を
かいてもらい直売所に展示しました。絵を一目見ようと若い
世代の親御さんたちが増え、笑顔がこぼれていました。

地域・くらし
担当部署　農政企画課

農業者所得増大・販売力強化
担当部署　販売拡大課

地域・くらし
担当部署　共済課

農業者所得増大・販売力強化
担当部署　営農指導課

地域・くらし
担当部署　柿岡・園部支所

地域・くらし
担当部署　生活課
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JA 新ひたち野 

～自己改革の取組成果～ 
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1 ：二：：ロニ呆と経営力強化 I 
取組 1 

農家の出荷作業を請負うことによる農作業の軽減

（小菊選果場）

」A新ひたち野花き部会では、 令和6年6~1 0月に収穫した小菊を三村集荷所の選果機で、 選別・箱詰

めを行いました。 また、 新たな農業労働力の確保対策として、 選果所の作業の一部を外国人材に委託しま

した。

I ー農 業 ー
1 農業者の所得増大 I 

所得増大に向けた生産力強化

取組 1 
生産性向上及び生産トー タルコスト低減技術の

研究・導入・普及

生産技術の高位平準化による強い産地づくりとして、 ドロ ー ン活用によるレンコンヘの農薬散布を行い

ました。 また、 Z-GISを活用した、 ラジコンヘリによる農薬の空中散布を小ll1地区、 美野里地区において実

施しました。
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1 農 業 1 農業者の所得増大
I 

I 所得増年向けた生産力強化 ＿ 1 

取組 2 JGAP団体認証の継続承認 蓮根部会玉里支部

」GAPの団体認証者が7名から8名に増え、 有利販売に繋げました。

*GAPとは農産物の安全を確保し、 より良い農業経営を実現するために、 農業生産において、食品安全、

環境保全、 労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組です。

I m l 農業者の所得増大
i 

1 所得増大に即サこ販売力強化
--] 

取組 1 
直売所・インショップの取扱いの拡大

秋の収穫祭(」A 合併 10 周年記念）

大地のめぐみと産地直売所みのりにおいて、 秋の収穫祭(」A合併10周年記念）を実施いました。
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I m I 農業者の所得増大
I 

I 所即印増入に向けた販売力強化
I 

取組 2 」A新ひたち野産主要品目のPR活動を開催

」A新ひたち野では、 積極的に広報活動を行っています。

・トップセ ールス（荏原青果） ………………………2/16大田市場でいちご、 にらなどの宣伝

・マルタマ真レンコンの販売促進……………………7120どきどき茨城町店 試食販売

・市場・流通関係者と産地・生産者の交流会…•…••10/29東天紅 上野店 通称「県人会」

・茨城県トップセールス(17」A) …………………1/16東京ベイ有明ワシントンホテル

••………………•1/17太田市場、東急ストア

O
'
ト・
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I
・

地域·くらし 1 持続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会の確立］

l- 」Aくらしの活動による地域貢献活動の展開 I 

取組 ー 食育活動を通じ、 農作物のありがたみを伝える

」A新ひたち野では、 子どもたちの食育活動を通じ、 自然の尊さや農作物のありがたみを伝えようと、

さまざまな地域貢献活動を実施しました。 幼稚園児、 小学生を対象に「サツマイモの収穫体験」田植え ・

稲刈り体験」 「夏野菜苗の提供」「職場見学」など、 組合員や生産者の協力のもと、 地域貢献活動の拡

充・定着化に努めました。

取組 2 子ども食堂へ地場産の野菜を提供

」A新ひたち野では、 小美玉市の「農村女性の家」で月1回

開催されている、 子ども食堂「にこにこ食堂J （茨城保健生活

協同組合 小美玉支部主催）に食材を提供しました。

地場産の新鮮な農作物を提供することで『地産地消』 『国消

国産』の浸透に努めました。
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I地域 ・ くらし 1 持続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会鴨：

I 」Aくらしの活動による地域貢献活動の展開 I 
取組 3 小学新1年生にオリジナル連絡帳を贈る

」 A新ひたち野では、 旧石岡市、 小美玉市の小学新1 年生に

連絡帳を寄贈しました。

内容はJ A新ひたち野の主な農作物、 体に必要な栄養素、 防

犯標語「イカのおすし」を掲載し、 各学校のホームルーム等で

活用されています。

』A.....

，． ． ．．貰・

取組 4 少年野球大会、 書道図画コンク ールを主催

J A新ひたち野では、 2 月に美野里支店管轄の「書道図画コンク ール」、 11 月に「組合長杯少年野球大

会」を主催しました。地域貢献活動の一環として取組みました。
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｀．＜らし|孔疇可tで安心して暮らせる豊かな地域社会の確立 I

I 」Aくらしの活動による地域貢献活動の展開
I 

取組 5 行政が主催するコンサー トに協賛

」A新ひたち野では、 小美玉

市などが主催する「みゅ～じっ

く女すた～と！」に協賛し、 当

JA直売所から来場者親子、 ボ

ランティアスタッフに地元産の

梨をプレゼントしました。

I組織・経営 1 農業、地域·くらしを支える組織・事業基盤強化 I 

取組 1 組合員との対話活動の実践

LA· TACによる対面形式での対話活動を実施したほ

か、 支店運営委員会や総代会等においてご意見・ご要望を

聴き取り、 集約したのち、 理事会等で報告を行うとともに

広報誌へ掲載し、 今後の事業活動や組繊運営に反映させて

いきます。
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｀信への取細』
―

_JAグルー プらしい積極的・効果的な情報発信 ―| 

：グ‘ルー プ茨城広報戦略に基づく対外広報の展開 I 

取組 ー LINE公式アカウントの開設

地域住民へのタイムリ ーな情報発信を目的とし、 新たな情報発信ツ ー ルとしてLINE公式アカウントを開

設しました。

このLINE公式アカウントでは、 地元農産物の販売情報や各種イベント•お知らせなどを発信し、」A新ひ

たち野の魅力を広く伝えることを目指しています。

01-—事さん
はじめまして＇ です．

友だち追加ありがとラごさいます(j)

このアカウントでは
イベント慣帳
キャンベーメ胃報

他にもおトクな情報の配信も．,�

どうぞお楽しみに饂や

゜
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印もし通知が多いと感じた方は
画面右剛上部のメニュ ーから、 通知オ
フにしてみてくださいね亡
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JA 北つくば 

～自己改革の取組成果～ 
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自己改革 ～令和６年度の取り組み成果（要約）～ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

≪  農業 者 の所得増 大への取 り組 み  ≫ 

「買取米」制度の導入 産地振興ビジョン策定対策室設置 

農 業  

平成 20 年産米よりＪ

Ａ独自での「買取米」の

販売事業を本格的に開始

し、計画生産に取り組む農

家の「所得増大」と「代金

の一括支払い」に取り組ん

でいます。 

令和 6 年産コシヒカリＪＡ確認米 1 等：1 俵 26,000 円  

ＪＡ管内の農業者の高

齢化に伴う離農、規模縮

小が進む中でも、地域農業

が持続的に発展し、産地が

維持され安全・安心な食

料を安定して供給できる

体制の構築を行うため、 

令和 6年 5月に本店営農経済部内に設置されました。 

ＪＡ北つくば産「米」販路拡大 卸売市場でのトップセールス 

買取米の販路拡大と生

産者所得の増大、生産性

向上と海外ユーザーへの

安定した供給を目的にＪ

Ａ北つくば米輸出協議会

を設立しました。ＪＡ自

ら輸出することにより生 

ＪＡ管内で生産された

農産物の有利販売に向け

東京都中央卸売市場にて

各農産物の旬の時期にト

ップセールスを行いまし

た。組合長や各市の市

長、副市長、生産部会 

 産者所得増大と海外マーケットの構築を図ります。 代表が参加し、農産物のＰＲ活動を行いました。 

新規就農者の確保と育成支援に向けた取り組み 

農支援に取り組んでいます。 

 

県内農業学校（３校）の

学生を対象に、産地研修及

び意見交換会を開催しま

した。農業三士（農業経営

士、女性農業士、青年農業

士）と連携を図り、就農相

談から定着までの新規就

農家への経営支援に向けた取り組み 

農業経営支援事業

（会計記帳代行）によ

り、青色（白色）決算

書作成支援など事務負

担軽減につながる支援

をしています。また、

経営分析書により経営 

 

 

状態を把握していただくことで、経営改善への一助

となるよう取り組んでいます。 
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≪ ＪＡくらしの活動による地域貢献活動の展開 ≫ 

「巡回パトロール」で盗難防止へ 「児童の農業体験」にＪＡも協力 

災害時の備え「防災備蓄品」を確保 子育て支援センター「はだしっ子」 

「サドベリースクールに遊具寄贈」 

農作物盗難防止への取

り組みとして、ＪＡこだ

ま西瓜部会とＪＡ東部営

農経済センターが巡回パ

トロールを実施していま

す。巡回は「農パト隊警戒

中」とプリントされたビ

ブス 

次世代を担う子ども達

に作物を育てる過程で、

収穫する喜びや食べ物の

大切さを学んでいただい

ています。「食」と「農業」

に対する理解促進のた

め、主に子ども達を対象 

 万が一の大規模災害

が発生した時に備え、Ｊ

Ａが地域のライフライ

ンとして、組合員や地域

住民の生活を守り、社会

的責務を果たせるよう

防災備蓄品をＪＡの各

て 

平成２０年４月に岩瀬

地区にて開所され、支援

センター長、支援研究員

（職員）１１名と保育士

３名の合計１４名で運営

しています。毎週４回の

自由あそび、月１回の企

画あそびを開催し、月１ 

一般社団法人茨城サド

ベリースクールが運営す

る「子どもの居場所コン

テ」に、子ども達に健やか

に成長してほしいと屋外

遊具の大型トランポリン

や鉄棒等を寄贈しました。 

「食」「農業」「地域」を次世代につなぐ女性部活動 

 地域に根差した様々な

活動を行っています。各

種イベントでの食事の提

供や地域貢献活動を実施

しました。また部員同士

の交流や健康増進のため

の活動も行っています。 

地 域 ・ くらし  

ブスを着用し、車両に防犯マグネットを貼り行いました。 

 

とした食農教育活動を毎年展開しています。 

支店に常備しています。 

何らかの理由で学校に行けない子ども達に、安心し

て学べる環境の一助として取り組みを行いました。 

 

 

令和６年度からメンバーシップ化となり、女性部の会

員を募集しています。 

 

 

回出張ひろばを結城支店、協 

 和支店で行っています。 
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≪ Ｊ Ａ事業 ・活動に対する組合員の意思反映・運営参画の強化 ≫ 

ふれあいサポートデーの実施 「新規採用職員農業体験研修」を実施

 

各支店で「支店だより」を発行 トップ広報（農産物ＰＲ） 

ＪＡ北つくば組合員に向けて「広報誌を発行」 

対話活動の一環として、

正組合員全戸を訪問する

「ふれあいデー」を毎月実

施しておりましたが、より

組合員との結びつきを強化

し、次世代対策等、他事業

分野では果たせない組合員 

新規採用職員１４人を

対象に農業体験研修を実

施しました。農産物を生産

するＪＡの役員１１人が

職員をそれぞれ受け入れ、

２日間の研修を行いまし

た。ＪＡ管内の農業の現状

を知ることで農家組合員

へ 

 正組合員を対象とした

広報誌「すてっぷ」を毎

月発行。また、准組合員

を対象とした広報誌「き

らら」を定期的に発行し

ています。 

 

「ＳＮＳを用いたＪＡ北つくばのＰＲ活動」を実施 

ＪＡの様々な取り組み

や地域貢献活動、、商品

案内といった情報を組合

員や地域住民に幅広く周

知するため、ＳＮＳを用

いた情報発信を展開して

います。 

 

 

組 織 ・ 経 営  

の想いを拾い上げ、実現するために新たに「ふれあい

サポートデー」として取り組みを開始しました。  

 

へのサービス向上に繋げてまいります。 

情 報 発 信への取 り組 み   

≪ Ｊ Ａ グループらしい積極的 ・効果的な情報発信 ≫ 

支店からのより身近な

情報提供ツールとして各

支店で「支店だより」を

発行しています。より良

い誌面の内容充実を図る 

 

 

 常勤役員が、動画投稿

サイト「YouTube」内の

公式チャンネルで、ＪＡ

内の施設や管内で生産さ

れる農産物の紹介を動画

配信しています。 ため、毎年、支店だよりコンテストを開催していま

す。 

 

今年度は、計４回配信し広報誌等で周知しています。 
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JA 常総ひかり 

～自己改革の取組成果～ 
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JA合併後初となる販売高150億円を令和6年度に

達成しました。この成果は、組合員の皆様のご支援

と地域の協力によるものであり、今後もさらなる成長

を目指して、販売力の強化や新たな事業展開に取

り組むとともに地域農業の発展に貢献し続けるJAを

目指します 。 

 

ＪＡ常総ひかり 

 

農業者の所得増大 

Ⅰ  農業  

関係市場や大手量販店において、組合長や関係

者が出向き、生産コストを反映した適正価格形成へ

の働きかけやトップセールスを実施しています。今後も

有利販売による販売力向上と農業者の所得増大を

目指し、管内農産物の認知度向上に向けた各種

PR活動を積極的に行ってまいります。 

 

市場競争力強化に向けた一元販売の取り組みを進

めています。令和6年度にはネギの一元販売を実現

し、次年度以降は当JAの主要品目である白菜の一

元販売を進めていきます。この施策により、効率的な

流通を実現し、農産物の競争力を高めることで、地

域の農業振興に寄与してまいります 。 

 

 

   農産物販売高１５０億円達成 

  市場競争力強化に向けた 

        一元販売への取組 

  農産物の適正価格形成に向けた 

       理解醸成への働きかけ 
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ＪＡ常総ひかり 

 

農業者の所得増大 

Ⅰ  農業  

カゴメ㈱との契約栽培により、ジュース用加工トマトの

栽培面積と出荷量で日本一を誇ります。健康志向

の高まりに応え、高品質なトマトを安定供給すること

で、地域農業の発展に貢献しています。今後も品質

向上と生産拡大に努めていきます。 

令和６年度 面積・数量・販売金額  

           73.6ha・5,673㌧・3.07億円 

 

 園芸事業の１０年先を見据えた具体策を検討するプロジェ

クトを立ち上げ、課題や実態の把握、中・長期的な運営、施

設の再編などを検討しています。令和５年度には下妻梨選

果場や一部の野菜集出荷所を集約。効率的な運営と全地

区統一の一元販売を実現し、合併JAのスケールメリットを発

揮した有利販売による単価向上と販売拡大を目指します。 

  

 

国内未利用資源の堆肥を活用した「混合堆肥複合肥

料」の取り扱いを拡大しています。この取り組みにより、生

産コストの低減を実現し、環境負荷の軽減にも寄与して

います。持続可能な農業を支えるため、SDGsの理念に

基づき、今後も低コストで高品質な肥料の提供に努め、

地域農業のさらなる成長をサポートしていきます 。 

  

 

集荷体制整備による販売力強化 

 生産コスト低減施策の実施 

 ジュース用加工トマト 

   面積・出荷量日本一 継続 
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ＪＡ常総ひかり 

 

持続可能で安心して暮らせる 

        豊かな地域社会の確立 

Ⅱ 地域・くらし 

他の協同組合や社会福祉協議会と連携し、地域の

子育て世帯・ひとり暮らし高齢者等を対象とした食

糧支援に取り組んでいます。また、毎月1回、全事

業所において、事務所周辺の清掃活動を実施して

います。この活動を通じて、地域とのつながりを深め、

より良い地域社会の実現に向けて努力しています 。 

 

小学校と連携した食農教育活動の一環として、

農業の楽しさや苦労、食の大切さを学んでもらうた

め、農業体験や農業関連施設見学の受入れ等

を行なっています。この取り組みは持続可能な開

発目標（SDGｓ）にある「質の高い教育をみん

なに」や「より住み続けられるまちづくり」にも繋がっ

ています。 

 

取引先や消費者の食料・農業への理解醸成に

向けて、JAでは契約先や大手量販店の社員を招

き、実際に栽培を行っている圃場での収穫体験や

農業関連施設の見学会を実施しています。この

取り組みにより、食と農への相互理解を深め、継

続的な取引に向けてさらなる信頼関係の構築に

努めてまいります 。 

 

  くらしの活動を通じた 

    地域住民とのつながりづくり 

     地域農業の魅力をPR 

     次世代に向けた食農教育 
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農業所得の増大とＪＡ営農・経済事業の成長・効率

化による採算性確保の実現を目指し、「営農経済事業

マスタープランの更なる実践」として10施策を策定しまし

た。進捗状況は毎月確認しながら、3年後（令和8年

度末）の事業目標（効果額）の達成に向けて、各連

合会の一体的なサポートを受けながら取り組んでおりま

す。 

 

ＪＡ常総ひかり 

 

農業、地域・くらしを支える 

        組織・事業基盤強化 

Ⅲ 組織・経営 

組合員との対話活動の継続・強化に向けて、各組合員

組織（園芸部会・青年部・女性部）との意見交換会を

実施しています。販売力や生産力の強化、資材価格、

農業振興策に関する意見や要望を交わし、共通認識を

持って課題に取り組んでいます。これを運営面に反映さ

せ、「地域の農業とくらしになくてはならないJA」を目指し

ます。  

 

将来のＪＡを担う中核的人材及び組織改革を具体

的に実践できるリーダーの育成を目的に、選抜された職

員がＪＡ茨城県中央会による「コア人材育成研修会」

や県西地区４ＪＡ合同による「部門別プロジェクト会

議」に参加し、他のＪＡ職員と意見交換を行いなが

ら、事業連携の具体的検討や実践を図っております 。 

 
    職員教育体系に基づく 

                            計画的リーダーの育成   

  「組合員との対話活動」 

                の継続・強化 

 営農経済事業マスタープランの 

       更なる実践への取組   
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ＪＡ常総ひかり 

 

ＪＡグループらしい 

       積極的・効果的な情報発信 

★ 情報発信への取り組み 

 ＪＡでは毎年、管内の小学校に入学する新一年生に

交通安全帽子の無料配布を行っています。この活動は

通学に慣れない新一年生がドライバーの注意を引く黄色

い帽子を身に着けることにより、交通事故の未然防止効

果を上げることを目的に１９７７年度から始まり４５年

目を迎えました。ＪＡではこれからも交通安全の啓発活

動に取組んでいきます。 

  

管内を地盤とする国会議員・県会議員・市町長との関

係強化を図り、地域の実態に応じたロビー活動を実施し

ています。情報収集や政策要請を通じて、地域の声を

反映させる取り組みを強化し、農業者のニーズに応える

政策の実現を目指しています。この活動を通じて、地域

との連携を深め、持続可能な農業の発展に貢献してま

いります 。 

    地域の実態に応じた 

               ロビー活動の実施  

SNS（インスタグラム）を活用し、地域の農産物や

イベント情報を積極的に発信しています。魅力的な

写真やストーリーを通じて、農業の楽しさや重要性を

広め、地域とのつながりを深める取り組みを強化して

います。フォロワーとのコミュニケーションを大切にし、

JAのファンづくりに努めています。 

  

   SNSを活用した情報発信の強化 

プロスポーツチームが持つクラブ資産（ファン、クラブイ

メージ・知名度など）を活用し、農業者の所得向上

や農産物の認知度向上を目指しています。その一

環として、プロスポーツチーム「鹿島アントラーズ」や

「茨城ロボッツ」のホーム試合において、管内農産物

のPR活動を実施しました。 

 
   プロスポーツチームとの 

              連携強化による情報発信  
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JA 茨城むつみ 

～自己改革の取組成果～ 
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＜参考＞
3カ年計画 （令和4年度～6年度） の取り組み成果 （要約）

1 農業 i 生よ雰品9森竺農名存邸減 I 
低コスト園芸肥料

普及拡大の取り組み

JA茨城むつみでは低コストと土づくりを兼ね備えた
混合堆肥複合肥料を令和元年より 一早く導入し、 普及に
取り組んでいます。 同肥料はSDGsの活動にも該当する
他、 従来の化成肥料に比べ約 1~2 割価格が安く、 肥料
高騰が続く中で の救済策として 令和4年度は特に活躍し
ました。

上記取り組みに対し取材を受け、
記事にも掲載となりました。

6月には農業新聞の

農業新聞取材時の様子

地域 ・ くらしi 望は畠詞臨儡が I
古河市フ ー ドパントリ ーへ

新鮮農産物を寄贈

茨城むつみは1月27日、 食を通じた社会貢献活動の一環とし
て生活が苦しいひとり親世帯や子ども食堂利用者を支援しよう
と古河市福祉協議会にJA管内の 野菜とJA米コシヒカリ 、 ハ
ムの詰め合わせセット、 飲料水のさしまの、息吹を寄贈しました。

寄贈は野菜生産部会の協力のもと行い、キャベッ13ケース(1
ケ ース6宝）、 白菜25ケ ース(1ケ ース4至）、 ブロッコリ ー 25
ケ ース(1ケ ース12本）、サニー レタス 7ケ ース(1ケ ース15予）、
ほうれん草8ケ ース(1ケ ース20袋）、精米コシヒカリ100袋（l
袋2キロ）、 緑茶さしまの乱吹1000本 、 ハム詰め合わせセット
100袋を贈りました。

この収り組みは物価高騰等の影響により増加する生活困窮世
帯にフ ー ドパントリ ーを通して食糧支援を行い、 地域共生社会
の実現に向けた活動として行われました。

農業 i 所塁塁禁温警 I 
夏場の地域振興作物として

ジュ ース用トマトの産地育成への取り組み

平成18年にジュ ース用トマト事業を開始し、 JA内に
おける地域振興作物として 、 夏場の労働力を有効活用し、
作付け 面積の維持拡大に
取り組んでいます。 又、 一と
春の野菜収穫後のマルチ ・

トンネルの再利用を行う
と共に、 被覆資材 の助成
を行い、 生産者の作業 の
省力化、 コスト削減によ
り 農業所得向上に取り組
んでいます。

第
2
号
議
案

出荷された専用コンテナ

マルチ ・ トンネルを再利用した圃場

I JA意冒｀｀悶轟す、） 筐の I 
「組合員との対話活動」

の実践

事業利用 ・ 活動イベント ・ 会合 ・ 組合員との関係強化
を目的とした毎月全職員による広報誌の配布等による対
面活動及び、 非対面ツ ール(SN S ・ ホ ー ムペ ージのお問
合せ窓ロ ・ 広報誌のご意見ご要望窓口など）を活用して組
合員との対話を図りました。 組合員の皆様からいただいた
ご意見や要望 は、 集約したのち、 可能な限り今後の事業活
動や組織運営に反映させ ていきます。 また、 かねてから
正准組合員 ・ 地域住民の方々から ご要望いただいて おりま
した「精米機」の設置が実現しました。（古河支店敷地内）

新鮮農産物を寄贈 古河支店精米機
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第2号議案

I 農業 i 生、嬰儡覧悶習累存ま減
I J A意言贔互讐号贔る嘉喜匠 I 

第
2
号
議
案

水稲生産者のコストカット、
所得増大への取り組み

省力化肥料「苗箱まかせ」の推進に加え、 担い手直送
大型規格の提供により農薬部分のコストカットを実現し
ている他、 令和4年度からは当JAよりカメムシ防除農
薬の購入に 対し10aあたり1000円の補助を行い、 水稲部
門の支援体制を強化しています。

課題となっている高温対策にも圃場試験や研修会の実
施を通して、 今後も継続的に取り組み、 生産者の所得増
に努めて行きます。

補助事業に向けカメムシ防除農薬の研修を受ける職員

1 農業 i 所イ閂誓器贔ナた
米の品質向上に向け

高温対策資材研修会を開催
経済部は10月29日、 本店において水稲高温対策に関す

る研修会を開催しました。
昨年に続き＝度目の開催となり、 経済渉外 ・ 営農セン

タ ー 米麦担当職員を対象に研修を行いました。
開催にあたり谷島常務は「夏場の高温や干ばつ等によ

り稲の生育に大きく影響を受け、 等級は低い水準で推移
した。 今後は高温への対策や検証が非常に重要となるた
め、 研修会の内容を活用し、 生産者の負担軽減や持続可
能な稲作農業の実現に努めていただきたい」と挨拶しま
した。

研修会では、 稲を強化する士壌改良材や薬剤、 高温対
策品種「にじのきらめき」向けの施肥基準などについて
幅広く学習しました。

研修会を終え、 田中農業推進課長は「本年の試験事例
や対策資材の情報提供を
積極的に行い、 営農部 と
連携で米の品質向上をH
指して行き たい。」 と 話
しました。

J A茨城むつ み では、
広報誌や春肥料広告の中
でも高漏対策の情報提供
を実施しています。

／ 
とi

今 ゞら
米の品質向上に向け

高温対策資材研修会を開催

「組合員との対話活動」
の実践

事業利用 ・ 活動イベント ・ 会合 ・ 組合員との関係強化を
H的とした鉦月全職員による広報誌の配布等による対面
活動及び、 非対面ツ ー ル(SN S ・ ホ ームペ ー ジのお問い
合わせ窓ロ ・ 広報誌のご意見ご要望窓口など）を活用して
組合員との対話を図りました。 組合員の皆様からいただい
たご意見やご要望は、 集約したのち、 可能な限り今後の事
業活動や組織運営に反映させていきます。 また、 正准組合
員 ・ 地域住民の方々からご要望いただいておりました「米
粉製粉機」の設置が実現しました。（古河支店窓口）

古河支店 米粉製粉機

1 農業 i作業負悶款悶棗り組み I
米穀用プラスチックハレット貸出

JA茨城むつみは、令和6年度より地域貢献活動の一環とし
て、 米の積み下ろし作業の負担軽減を目的とし、 プラスチック
パレットを導入しました。

フォ ー クリフト作業に必要なプラスチックパレットを導入す
る事により、高齢化が進む生産者の手作業による米の積み下ろ
し作業の負担軽減に貢献しています。

今年度については、延べ20回の貸し出しを行いました。
今後についても、継続してプラスチックパレットの貸し出し

を行っていく予定となっています。
プラスチックパレットの貸し出しの説明等に関しましては、

各地区営農センタ ーまでお問い合わせ下さい。

プラスチックパレット
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1 地域 ・ くらしi 濯猛塁覧嘉儡翡
る I 組織 ・ 経営i所！塁塁苫雰誓苫9門繋際皇只 I

保育園児が
「ここ惚（ほ）れにんじん」収穫体験

三和支店は6月7日、 古河市の圃場にて同JAのくら
しの活動「にんじん収穫体験』を行いました。 はなもも
保育園園児28名、 先生、 JA役職員ら50名が参加しました。

収穫体験の開催にあたり同地区常任理事の中村守常任
理事は「本日は楽しくにんじんの収穫をして、 美味しく
食べてほしい。 収穫体験を通じてにんじんがどのように
作られるか 知ってほしい」と挨拶しました。 また、 同
JA職員からにんじんが出来る過程の説明を行いました。

収穫体験が始まると園児たちからは「大きいのが採れ
た」「上手にできた」と楽しそうな声がきかれた。

収穫体験後、 にんじんは同地区で採れたじゃがいも、
茉ねぎと共に保育園
に届けられ、 園児ら
が食べるカレ ー 調理
に使われる。 後日同
JAのコ和支店で園
児達が描いた収穫体
験の絵を掲示する。

収穫体験を通じて、
子ども達に野菜や農
業を知ってもらう良
い機会となった。

--’し、

にんじん収穫体験

記帳代行担当職員の育成
農業従事者の事務負担軽減

農業従事者の税務申告支援と事務負担を減らし、 農
家が農業に専念できる環境づくりと適正な納税をするこ
とを目的として、 複式簿記による記帳代行や顧問税理
士による決算書、 所得税・消貨税の申告書等の作成提出
や、 源泉徴収、 年末調整の事務代行などを行っています。
中央会に出向し、 記帳代行業務を経験した職員を配置し、
客観的な経営見直しの提案や指導を実施するなど、 アド
バイスを行っています。

第
2
号
議
案

記帳代行

| JA事業・活動に対する組合員の意思反映・運営参画の強化 I 
「組合員との対話活動」

の実践

事業利用 ・ 活動イベント ・ 会合 ・ 組合員との関係強化を目
的とした鉦月全職員による広報誌の配布等による対面活動及び、
非対面ツ ー ル(SN S ・ ホ ー ムペ ー ジのお問い合わせ窓ロ ・ 広
報誌のご意見ご要望窓口など）を活用して組合員との対話を図
りました。

昨年度から組合員、 地域住民への事前相続等のサポ ー トを行
うことをH的として「無料相続相談会」 を開催しておりますが、
今回は、 組合員の皆様からの個別相談形式で開催して欲しいと
いうご要望を頂いての開催となりました。

参加者は対面で司法書士や税理士と相続対策等の個別相談を
行いました。 個別相談終了後、 参加者からは「対面で相談出来
ることにより、 自身の現状を相談出来て嬉しい」、「今後も継続
して欲しい」 等の声が聞かれました。

今後も組合員の皆様からいただいたご意見やご要望は、 集約
したのち、 可能な限り今後の事業活動や組織運営に反映させて
いきます。

一

無料相続個別相談会

准組合員の意思反映・
運営参画の促進

「准組合員の位置づけの明確化と意思反映の取り組み方
針」に基づき、 組合加人時にJAの理念・目的について
共有するとともに、 事業・活動の全体像について理解い
ただくためのご案内を配布したり、 各地区・直売所等で
のイベントを実施しました。

感謝祭 古河支店
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ＪＡ３カ年計画（令和４年度から６年度まで）兼自己改革工程表について 

JA 岩井  自己改革の取組み成果（要約）

【自己改革に対する基本的考え方】 
ＪＡ岩井は、「食と農を基軸として地域に根ざした協同組合」を目標に、相互扶助の理念に基づ

き、消費者に安全・安心な農産物を届けることに努めてまいりました。また、農業者の所得増大、
地域の活性化を図るため、組合員および地域住民の窓口となる各支店・事業所を中心に、自己改
革に挑戦しました。 

【改革の成果】 
① 農業
ＪＡ岩井の農業分野の自己改革では、『地域を支える多様な担い手の確保と経営力の強化』・『所

得増大に向けた生産力の強化』・『所得増大に向けた販売力強化』の３つを重要戦略に掲げ、ＪＡ
の総合機能を発揮し、普及センター、行政と連携しながら農業経営管理支援として、経営分析や
経営改善指導に基づき農業収支の改善を後押しすること、また、生産性の向上や生産トータルコ
スト低減による生産力強化の取組をすすめること、及び安定生産と品質向上の取組に加えて高付
加価値化、販売を起点とした契約取引と産地間連携拡充により農業者の所得増大と安定化に取組
んできました。
主な取組として、青年農業者へ向けた継承支援の実施、会計記帳代行による税務申告の事務負

担軽減、園芸産地を維持するうえで重要な位置付けとなる外国人農業技能実習生受入れ事業を行
いました。外国人農業技能実習生受入れは、これまでに延べ 570 名以上を受入れ、管内の農業技
術及び知識を開発途上国等へ移転し、経済発展を担う「人づくり」に協力し、国際協力・国際貢
献を図りました。 
また、農業の基本である『栽培講習会』や『目揃え会』など、当ＪＡ園芸部会を対象に開催す

るなど地域農家への情報発信や、ＪＡが作業を請け負うねぎの共同播種を拡充し、管内のねぎ生
産農家の作業労力の負担軽減を図り、野菜産地として生産力の維持・強化に取組みました。 
さらに環境に優しい農業の実践として、使用済み農業用資材回収等の作業をＪＡがお手伝いす

るなど、ＳＤＧｓに則した環境配慮への意識を高める活動を実践しました。 
青果物販売においては、市場担当者による出荷物の品質検査の実施や定期的な残留農薬検査を

実施し、品質の安全・安心を高めるとともに、コールドチェーン（低温管理物流）による鮮度を
意識した出荷と流通関係者に青果物の適正価格を要請し、販売金額の向上を図りました。 

・特産野菜トップセール ・全国ねぎサミットで産地ＰＲ ・入国した技能実習生との対面式

・流通関係者に青果物適正価格を要請 ・優秀ねぎ生産者を表彰 ・目揃い会で品質の統一図る
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ＪＡ３カ年計画（令和４年度から６年度まで）兼自己改革工程表について 

JA 岩井  自己改革の取組み成果（要約）

・農業試験の取組み成果を発表 ・産地の取組を大統領補佐官が視察 ・ネッキーマンによる消費宣伝

② 地域・くらし

ＪＡ岩井の地域・くらし分野の自己改革では、『ＪＡくらしの活動による地域貢献活動の展開』・
『女性・青年農業者の活躍促進』の２つを重要戦略に掲げ、地域貢献のためのＪＡくらしの活動
を拡充・定着化し、ＪＡと組合員及び地域住民がより強くつながり安心して暮らせる豊かな地域
社会の実現を目指すこと、及び女性・青年農業者のＪＡ運営や地域・社会活動への参加・参画に
取組んできました。 
 主な取組として、年金友の会によるグラウンドゴルフ大会やボウリング大会を実施し、会員の
交流を図りました。また、休日のローン相談会や住宅関連業者向けの営業を展開し、生活資金対
応力の強化や顧問税理士による相続セミナーを開催し、組合員・地域住民との絆の強化を図りま
した。 
 青年農業者による地元小学校と中学校を対象とした『特産野菜の播種から収穫体験・試食会』
では、次世代に向けた「食」と「農」の魅力発信を行いました。女性部による炊出し訓練では、
地域の小学校や公民館分館などの団体と協力し、有事に備えた訓練を成功させました。 

12 月にはＪＡまつりを開催し、地域組合員をはじめ多くのお客様に「見て」「聴いて」大
いに「楽しんで」いただき、ＪＡならではの青果物や果物、日用雑貨等の販売ができました。 
それ以外にも、日常生活において支援を必要としている困窮家庭や学生に対して、地元産

米を使用したお粥を進呈し、食の支援を行いました。 

・ＪＡまつりを盛大に開催 ・小学生の町たんけん受入 ・年金友の会 ボウリング大会

・小学校へ「食」・「農」の出前授業 ・女性部による炊出し訓練 ・青年農業者による収穫体験
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ＪＡ３カ年計画（令和４年度から６年度まで）兼自己改革工程表について 

JA 岩井  自己改革の取組み成果（要約）

③ 組織・経営

ＪＡ岩井の組織・経営分野の自己改革では、『地域・組織・事業基盤を支える「人財」の確保』・
『収益構造並びに社会情勢の変化に対応したＪＡ経営基盤の確立・強化』・『ＪＡ事業・活動に対
する組合員の意思反映・運営参画盤の強化』の３つを重要戦略に掲げ、役職員教育を通じて加速
する環境変化に対応する人財を育成し、協同組合運動者としての資質とコミュニケーション能力
の向上を図り、地域・組織・事業基盤を支えること、及び長引く不安定な世界情勢がもたらすエ
ネルギーコストや生活必需品の価格の変化・高騰に対応するため、将来見通しを踏まえた経営計
画の策定と実践、ＰＤＣＡに基づく進捗管理により持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化された
状態を目指すこと、また、組合員と徹底的な対話活動により、組合員の意思に基づいた組織・事
業運営を目指してきました。
 主な取組として、JＡ運営の中核組織である園芸部会や女性部会との意見交換や農業政策に関
する情報収集・政策要請、魅力ある職場作りの実践、収支シミュレーション及び経営指標の活用
による経営計画の「見える化」、本支店、事業所、事業施設の再編・効率化、事業間連携による農
業資金支援体制の構築、組合員への利益還元、不祥事未然防止に向けた法令遵守態勢の充実・強
化、組合員アンケートに基づく事業運営等に取組んできました。 

・教育委員会、小学校と農業教育連携 ・経済センターリニューアルによる効率化 ・岩井西支店竣工式

・坂東市賀詞交歓会を共催 ・県西地区４ＪＡ職員研修会を定期開催 ・農業知識、技術習得を図る
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JA 茨城県中央会 

～自己改革の取組成果～

77



78



79



80



81



82



83



84



85



86



87



88



89



 

JA バンク茨城県信連 

～自己改革の取組成果～ 
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2024年度業務報告書ダイジェスト版

１．事業の概況（P4～5参照）

2024年度は，３か年中期戦略（2022年度～2024年度）の最終年度として，基本方針に定める持続可能な農業の
実現・豊かな地域社会の確立の実現に向けて，１．「農業」領域，２．「くらし・地域」領域，３．経営の基盤・持続性の確
保，４．不断の取組みを４つの柱として，ＪＡ・信連が一体となった県内信用事業の安定的な運営と事業基盤拡充に取り
組みました。

１．「農業」領域 ２．「くらし・地域」領域 ３．経営の基盤・持続性の確保 ４．不断の取組み

「ＪＡバンクならではの金融仲介機能を発揮する」取組み
担い手コンサルティング・ビジネスマッチング
農業融資の伸長
利用者メイン化の拡大
非対面チャネルの強化 等

「金融仲介機能発揮の土台となる」取組み
早期警戒制度対応
マネロン・テロ資金供与対策
リスク管理態勢の強化
ＳＤＧｓの取組み 等

（１）当会を取り巻く情勢

農 業
農業従事者の減少，農業法人大規模化，農業生産資材価格の高止まり，食料安全保障の強化，環境
保全型農業への取組み

社 会 経 済 サステナビリティに向けた取組み，デジタル戦略（ＤＸ）の進展，非対面取引・キャッシュレス化の加速

金 融 金利のある世界の到来，第２次トランプ政権誕生，マネロン・テロ資金供与対策，サイバーセキュリティ対策

（２）当会事業の概要
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（３）当会事業 各分野の主な実績，取組事項（P5～27参照） 単位：百万円

「
農
業
」
領
域

項目 2024年度 前期比 増減率

農業3資金残高 14,331 1,000 7.50%

利子助成・利子補給・保証
料助成合計額

107 11 11.45%

 担い手コンサルティングとして，当会取引先３先に対してソリューションの提案
を実施しました。また，ビジネスマッチングを４件成約しました。

 農業３資金の獲得強化のほか，環境負荷低減の取り組みとして，茨城県と
連携し，新たに「いばらきみどり認定利子補給」制度を創設しました。

 「営農経済事業マスタープランの更なる実践」を4ＪＡで実践し，合計39の
施策により387百万円の収支改善効果となりました。

「
地
域
・
く
ら
し
」
領
域

項目 2024年度 前期比 増減率

ＪＡ貯金残高 1,985,262 13,901 0.70%

うち個人貯金残高 1,725,856 21,470 1.25%

ＪＡバンクローン残高 242,921 239 0.09%

うち住宅ローン残高 231,456 83 0.03%

年金振込件数 732千件 △5千件 △0.67%

メイン化ランクＡ割合 4.79％ 0.15％ 3.24%

ＪＡネットバンク契約数 29,015件 4,115件 16.52%

ＪＡネットバンクアプリ契約数 40,364件 8,503件 27.33%

 ふるさと共創事業を導入した１ＪＡが，管内小学生向けに休耕地を活用し
た収穫体験（食農・金融教育）や学校給食用の野菜栽培に取り組みまし
た。

 年金・給振等の粘着性の高い流動性貯金を確保するため，ライフプランサ
ポートの実践による利用者メイン化ランクＡ割合の拡大に取り組みました。

 住宅ローンは，金利上昇局面に対応するため，金利競争力の強化および
新商品「ＣＡＰ」の取扱いを2024年10月から開始しました。

 年金については，実績管理・行動管理を徹底し，さらに「ＪＡバンク茨城年
金魅力がいっぱいキャンペーン2024」を実施し，年金口座獲得に取り組みま
した。

 相続担当者の育成のため，中信共連携での勉強会を開催しました。
 2024年８月からＪＡバンクアプリプラスの取扱いを開始しました。

経
営
の
基
盤
・

持
続
性
の
確
保

項目 2024年度

営業店システム導入
窓口端末機：355台

オープン出納機：106台

マネロン・テロ資金供与対策説明会
等参加者

延べ 831名

 ＪＡ別に策定した経営戦略シートに基づき，経営管理の高度化に取り組み
ました。

 営業店システムについては，2024年10月から窓口端末機の本設置作業を
開始し，2025年3月には全355台の本設置が完了しました。

 マネロン・テロ資金供与対策として，ＪＡの実態に即したリスク評価書の内
容確認や経営層から担当者まで階層別の研修会を開催しました。また，当
会および県内全ＪＡにおいて金融庁ガイドラインに基づく態勢整備の維持・
高度化に取り組みました。

不
断
の
取
組
み

項目 2024年度

不正不祥事未然防止対策研修参加者 968名

ＪＡバンク茨城教育研修計画に基づく
研修参加者

4,498名

 「ＪＡバンク基本方針」に基づく財務および体制整備モニタリング等により，
遵守状況等を確認しました。

 法令および規程の遵守に向けてコンプライアンス研修会等を開催しました。
 サステナブル経営の強化として2025年１月に「サステナビリティ基本方針」等
を新たに策定したほか，気候変動に代表される環境問題の対応のひとつとし
て，ＴＣＦＤ提言を踏まえた情報開示を開始しました。

 「ＪＡバンク茨城子ども食堂応援定期貯金2024」を取り扱い，寄付金２
百万円を贈呈しました。
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２．当会業務実績

＜調達＞

貯金は，JA貯金が増加したものの，JA系統預金が
減少したため，前期比0.4％減少しました。

借用金は農中オペ（旧 日銀被災地オペ 19,530百
万円）と日銀成長基盤オペ（7,100百万円）の償
還により，前期比7８.3％減少しました。

＜運用＞

JA系統預金の減少および借用金償還により，預け金
は前期比5.0％減少しました。また，貸出金は農中
劣後ローン等の償還により前期比5.3％減少し，有
価証券等は前期比0.5％減少となりました。

＜貸出金＞ 貯貸率 13.8%
食農関連企業および農業生産法人等との取引拡大
や関係構築を進めながら，関連団体との取組強化，
既往取引先へのアプローチに取り組みました。

＜有価証券＞ 貯証率 36.5%
国内外の金利差や，日本銀行の政策金利引き上げ
により，金利，株式および為替の変動幅が大きい厳
しい運用環境下，社債等の国内債券を中心に取得
を行い，収益の確保に取り組みました。

＜預け金＞ 貯預率 52.5%
農林中金への１か年定期預金を基本に運用しました。

（１）主要勘定（P14～18参照）

(単位：百万円）

2024年度 2023年度 前期比

決算 決算 増減額 増減率

1 1,473,546 1,479,739 △ 6,193 △ 0.4%

2 (うちJA１年定期) 1,394,835 1,399,444 △ 4,609 △ 0.3%

3 － － － － 

4 8,716 40,198 △ 31,482 △ 78.3%

5 計 1,497,995 1,544,432 △ 46,437 △ 3.0%

6 774,016 814,363 △ 40,346 △ 5.0%

7 13,312 26,808 △ 13,495 △ 50.3%

8 39,894 39,523 371 0.9%

9 484,761 474,191 10,570 2.2%

10 203,592 215,045 △ 11,452 △ 5.3%

11 1,515,578 1,569,930 △ 54,352 △ 3.5%

12 13.8% 14.5% △ 0.7%

13 36.5% 36.5% 0.0%

14 52.5% 55.0% △ 2.5%

※貯証率には，買入金銭債権および金銭の信託を含む。

貯 証 率

貯 預 率

運
　
　
　
用

預 け 金

買 入 金 銭 債 権

計

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

調
　
　
達

貯 金

譲 渡 性 貯 金

借 用 金

運
用
比
率

貯 貸 率
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（２）損益実績（P40～41参照）

〈経常利益・当期剰余金とも増益〉
金利の上昇に伴い貯金利息は増加したものの，有価証券利息配当金や受取奨励金の増加や支払奨励金の減少により，
経常利益は318百万円の増益となりました。

上記の要因により，税引前当期利益は前期比318百万円の増益となりましたが，法人税等の額が前期比261百万円
増加し，当期剰余金は前期比56百万円の増益となりました。

(単位：百万円）

2024年度 2023年度 前期比

決算 決算 増減額 増減率

1 13,516 14,874 △ 1,357 △ 9.1%

2 10,944 9,566 1,378 14.4%

3 992 993 △ 0 △ 0.1%

4 89 2,147 △ 2,057 △ 95.8%

5 1,489 2,166 △ 676 △ 31.2%

6 10,844 12,519 △ 1,675 △ 13.4%

7 7,750 7,938 △ 187 △ 2.4%

8 1,164 1,139 25 2.2%

9 259 1,367 △ 1,108 △ 81.0%

10 1,528 1,565 △ 37 △ 2.4%

11 140 507 △ 367 △ 72.3%

12 2,672 2,354 318 13.5%

13 0 △ 1 0 △ 57.0%

14 2,672 2,353 318 13.5%

15 349 87 261 299.5%

16 2,323 2,266 56 2.5%

その他事業費用

経 常 費 用

資 金 運 用 収 益

役務取引等収益

経 常 収 益

その他経常収益

役務取引等費用

税 引 前 当 期 利 益

資 金 調 達 費 用

経 常 利 益

特 別 損 益

当 期 剰 余 金

法人税・住民税および事業税等

その他経常費用

事 業 管 理 費

その他事業収益

(単位:百万円)

 

剰 余 金 の 推 移
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0
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2,000
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3,000
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（３）有価証券評価損益の状況

（４）自己資本比率の状況（単体）

（５）不良債権比率の状況

(単位：百万円） (単位：百万円）

2024年度末　Ａ 2023年度末　Ｂ Ａ－Ｂ

簿価 評価損益 簿価 評価損益 簿価 評価損益

1 売買目的 － － － － － －

2 満期保有目的 24,917 △696 11,511 △51 13,405 △644

3 その他 453,132 △13,781 448,648 △1,037 4,484 △12,744

4 計 478,049 △14,478 460,160 △1,089 17,889 △13,389

(単位：百万円）

2024年度末　Ａ2023年度末　Ｂ ＡーＢ

1 92,426 92,183 242

2 コア資本に係る基礎項目 92,444 92,199 244

3 コア資本に係る調整項目 △ 17 △ 15 △ 1

4 652,725 630,898 21,827

5 14.16% 14.61% △ 0.45%自 己 資 本 比 率 (A/B)

自 己 資 本 の 額 (A)

リスク・アセット等 (B)

(単位：百万円，％）

2024年度末　Ａ2023年度末　Ｂ ＡーＢ

1 破綻更生債権・準ずる債権 279 282 △ 3

2 危 険 債 権 4,664 5,066 △ 401

3 三 月 以 上 延 滞 債権 － － －

4 貸 出 条 件 緩 和 債権 － － －

5 4,944 5,349 △ 404

6 189,446 207,882 △ 18,436

7 194,390 213,231 △ 18,841

8 2.54% 2.51% 0.03

総 与 信 (B)

不 良 債 権 比 率 (A/B)

開 示 債 権 計 (A)

正 常 債 権
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３．２０２４年度剰余金処分（案）（P35～36参照）

（単位：百万円）

2024年度 2023年度

（2024年度）（2023年度） 決　算 決　算

1  前期繰越剰余金 1,277 1,568 △ 290

2  当期剰余金 2,323 2,266 56

3  当期未処分剰余金 3,600 3,834 △ 233

4  利益準備金 500 500 －

5  リスク管理積立金 － － －

6  出資配当金（Ａ） 628 617 11

7 普通出資配当金 2.0000% 2.0000% 510 510 －

8 後配出資配当金 0.8000% 0.8000% 117 106 11

9  事業利用分量配当金（Ｂ） 0.0964% 0.1018% 1,337 1,439 △ 102

10 特別配当金 0.0900% 0.0937% 1,248 1,325 △ 76

11 特々別配当金 0.0064% 0.0081% 88 114 △ 25

12  配当金合計　（Ａ＋Ｂ） 1,965 2,056 △ 91

13 次期繰越剰余金 1,135 1,277 △ 142

前期比
（配当率）
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JA 茨城県厚生連 

～自己改革の取組成果～ 
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茨城県厚生農業協同組合連合会

令和4年度～令和6年度取組成果

・新型コロナウイルス感染症に対峙した診療体制
・ＪＡグループ茨城職域接種実施
・ウィズコロナにおける診療体制構築
・動画を活用した厚生連ＰＲ
・地域医療機関との連携強化

 厚生連病院では、受診者の利便性の向上を図り、ＪＡ組合員や地域住民に選ばれる病院を目
指し下記の取り組みを実施しました。

（1）人間ドック・がん検診
①乳がん検診や睡眠時無呼吸症候群簡易検査等のオプション検査の充実
②人間ドック・脳ドック・肺ドックの料金割引キャンペーンの実施
③各ＪＡ本支店へのドックＰＲチラシの配布やＪＡ広報誌への掲載
④ホームページを活用し、ＪＡ組合員等への人間ドックに関する情報発信やコラムの掲載

107,518 

114,595 

106,747 

70,000

120,000

R4年度 R5年度 R6年度

がん検診(人)

19,381 19,946 20,261 

0

10,000

20,000

R4年度 R5年度 R6年度

人間ドック(人)

医療体制の充実

健康管理活動

年度別受診者数推移

ドックチラシ
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（2）ＪＡ組合員健診
ＪＡ組合員の健康管理に積極的に取り組み、厚生連病院にてＪＡ組合員健診を継続し実施し
ました。

ＪＡ組合員健診実施状況

実施ＪＡ
実施人数

実施ＪＡ
実施人数

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

ＪＡ水戸 266 人 248 人 235 人 ＪＡやさと 101 人 94 人 86 人

ＪＡ常陸 244 人 237 人 237 人 ＪＡ新ひたち野 192 人 168 人 159 人

ＪＡなめがた
しおさい

214 人 196 人 142 人 ＪＡ茨城みなみ 63 人 46 人 42 人

ＪＡ稲敷 84 人 84 人 82 人 ＪＡ北つくば 266 人 235 人 69 人

ＪＡ水郷つくば 634 人 572 人 585 人 ＪＡ常総ひかり 79 人 26 人 19 人

ＪＡつくば市 48 人 53 人 47 人 ＪＡ茨城むつみ 38 人 27 人 32 人

ＪＡつくば市
谷田部

41 人 40 人 39 人 ＪＡ岩井 - 人 - 人 - 人

合計 2,270人 2,026人 1,774人

（3）健康教育・啓発活動の推進
ＪＡ及び各連合会主催のイベントに参加し、看護師による健康相談や血圧測定等を行い、健
康意識の啓発に取り組みました。
また、各病院においては、市民公開講座や理学療法士による健康体操などをＷｅｂ配信して
おります。

ダイナミックフェアでの健康相談の様子 スプリングフェアでの健康相談の様子

『地域に貢献できる病院』を更に充実させるとともに、健康寿命や予防医療への関心
の高まりを受け、ＪＡ組合員や地域住民の皆様に最新の情報を発信し、ＪＡとの連携
をより一層強め、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるための健康管理活動を継続
してまいります。

組合員・会員等へのメッセージ
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「全農茨城県本部 令和6年度事業報告の概要」（ダイジェスト版）

【県本部 自己改革の取り組み】
• 購買事業・・・高騰する生産資材コストの低減、担い手支援活動の強化、水稲高温障害対策等により、生産現場から頼られる営農経済事業の実現に向け取り組んでいます。

＜肥料＞銘柄集約の取り組みを継続し、混合堆肥複合肥料の普及、土壌診断を起点とした土づくり、生産資材センターの体制整備に取り組みました。
＜農薬＞水稲初中期一発剤の銘柄集約、担い手直送規格の取り組みを継続しました。
＜農機＞全国域での4条刈コンバインや関東6県本部での共同購入取扱機種拡大、県域展示会の開催等に取り組みました。

• 販売事業・・・生産・流通・加工・販売の各段階に応じた取り組みを進めています。
＜米穀＞令和5年産共計米は早期精算に取り組み、令和6年産共計米は年内に2回の概算金追加払いを決定し、集荷確保に努めました。
＜園芸＞消費者・流通関係者への青果物の適正な価格形成に関する理解醸成、ＶＦ直販では新規取引先の開拓と契約野菜の生産拡大に取り組みました。

○持続可能な農業のための生産基盤の確立…青果物の適正な価格形成に関する理解醸成活動や肥料農薬の銘柄集約、地域流通米を活用した畜産生産コスト低減に取り組みました。
○食農バリューチェーンの構築…ｅコマースサイトを活用したキャンペーンの実施、大手コンビニへの原料供給による商品開発に取り組みました。
○安心して暮らし続けられる魅力的な地域社会づくり…ＳＮＳや地域情報誌を活用した情報発信、ＪＡ葬祭ホームページの周知拡大に取り組みました。
○環境負荷低減…生分解性マルチの普及や、国内資源を活用した混合堆肥複合肥料の推進、ＩＰＭ防除の普及に取り組みました。
〇国内物流の変革期を踏まえた輸送体制の構築…肥料のパレット物流に継続して取り組むとともに、生産資材センターの体制を整備しました。
〇県内農畜産物の付加価値向上につながる輸出拡大…アジア・ヨーロッパを中心とした輸出用米の出荷、県産加工品の輸出に向け各種商談会を通した販路開拓に取り組みました。

3か年計画（令和4年度～令和6年度）の最終年度として、基本方針である①持続可能な農業のための生産基盤の確立、②食農バリューチェーンの構築、③安心して暮らし続けられる魅
力的な地域社会づくり、④環境負荷低減、⑤国内物流の変革期を踏まえた輸送体制の構築、⑥県内農畜産物の付加価値向上につながる輸出拡大、を実践し、農業者の所得増大への貢
献を第一とした、より一層の「販売力強化」および「生産コスト抑制」に取り組みました。

農機営農支援事業 7,690百万円 (計画118%)

○担い手支援では労働力確保やスマート農業ツールの普及、ド
ローンオペレーター養成に取り組みました。

○ＪＡ支援では営農経済事業マスタープランの更なる実践に取り
組むＪＡに対して、改善プランに基づく伴走支援を行いました。

○全国域や関東6県本部での共同購入によるコスト低減、農機展
示会での情報発信や水稲高温障害対策の啓蒙に取り組みました。

米穀事業 20,873百万円 (計画139%)

○主食用米は多様な集荷に取り組みましたが、価格高騰により契
約栽培を含め27,908㌧の集荷実績となりました。

○令和6年産麦は15,660㌧を集荷、令和7年産は委託全量17,599㌧
の販売契約を締結しました。

○精米の販売数量は9,708㌧と伸長しました。輸出用米はアジア、
ヨーロッパなどを中心に、989㌧の出荷となりました。

園芸・園芸資材事業 122,721百万円 (計画119%)

○持続生産可能な青果物の適正価格形成に向けた理解醸成活動に
取り組み、6年ぶりに市場トップセールスを行いました。

○ＶＦ直販は新たにネットスーパー向け供給を行うとともに、コ
ンビニ向け飲料原料や冷凍原料野菜の契約栽培を拡大しました。

○園芸資材は出荷用資材の規格や材質見直しに係る試験に取り組
むとともに、生分解性マルチの普及に取り組みました。

畜産事業 7,393百万円 (計画104%)

○インフルエンサーの活用や各種キャンペーンの実施により、
Instagramと連動した販促活動を展開しました。

○ローズポーク事業はＪＡグループ生産農場からの出荷増頭によ
り、生産振興と安定供給に取り組みました。

○家畜市場は県内外の購買者を誘致する活動を展開したことによ
り、上場頭数は3,255頭と大きく伸長しました。

生産資材事業 15,433百万円 (計画87%)

○肥料農薬の銘柄集約や担い手農家への直送、土壌診断を起点と
した土づくりに取り組みました。

○混合堆肥複合肥料を推進するとともに、ＩＰＭ防除の普及を行
い、環境調和型農業の拡大に取り組みました。

○自動化・省力化、高機能設備を備えた施設計画の支援、既設建
物の補改修やリノベーションの提案等に取り組みました。

総合リテール事業 1,960百万円 (計画101%)

○ＪＡタウンは新規商品の採用、全国および県内キャンペーンの
実施、メールマガジンでの情報発信を積極的に取り組みました。

○輸出事業はＪＡおよび関係機関と連携し、国内でのマッチング
型商談会を通して、情報収集と販路開拓に取り組みました。

○ポケットファーム事業は、ＳＮＳ活用等の情報発信によるファ
ン拡大を図り、県産農畜産物の販売拡大に取り組みました。

生活関連事業 18,449百万円 (計画110%)

○生活事業総合展示会やエーコープ銘茶70周年キャンペーン等を
通して、各種品目の推進を積極的に行いました。

○ＪＡ葬祭ホームページ（茨城版）の周知拡大と県内独自研修の
開催に取り組みました。

○石油・ガスは単価高の影響により取扱金額13,444百万円となり
ました。

事業運営・経営管理

○事業環境の変化に対応した投資検討を行うとともに、部門収支
の改善や、子会社の適正管理に取り組みました。

○重点管理すべきリスクへの対応強化、子会社も含めた内部統制
の適正な運用とリスク管理体制の強化に取り組みました。

○働き方改革の推進や各種研修会による人材育成、職員の経理知
識の向上、職場環境の改善に取り組みました。

広報・ＳＲ活動

○積極的なプレスリリースの発信により情報発信力の強化に努め、
生産者・消費者を意識した広報活動を実施しました。

○オウンドメディアの活用や茨城空港などへの広告掲出により、
県本部事業部門と連携した広報活動・情報発信を行いました。

○ＪＡグループ茨城のＳＮＳを活用した情報発信や協同組合間連
携による県産農畜産物の認知度向上に取り組みました。

事業別実施事項

事 業 概 況

※金額は令和6年度総供給販売高実績、端数処理については四捨五入表示としております。
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経 営 概 況

１．事業取扱高
取扱高は、計画168,652百万円に対し実績194,518百万円（計画比115％）と計画を

上回りました。部門別には、米穀部は、主食用米や麦の集荷減少があったものの、
令和6年産米の販売単価の上昇により計画比139％となりました。
園芸部は、ハウス工事物件の受注減少等があったものの、青果物の相場高により計
画比119％となりました。
畜産部は、素牛販売頭数や集乳量減少の一方で、肉牛や子牛の出荷頭数増加により
計画比104％となりました。
農機営農支援部は、米価の上昇にともなう購買意欲向上により計画比118％となりま
した。
生産資材部は、肥料の取扱数量の減少に加え、計画していた工事物件の延期等が
あったことから計画比87％となりました。
生活総合リテール部は、直売所における集客減少に伴う売り上げの減少やエーコー
プ茶の取扱減少があったものの、健康関連用品の供給増加や燃料の単価高の影響か
ら計画比109％となりました。

２．経営収支
（１）事業総利益

備品購入や施設修繕が発生したものの、取扱高の増加により、計画4,286百万円に
対して実績5,024百万円（計画比117％）となりました。

（２）事業管理費
業務費や諸税分担金の減少があったものの、人件費や備品購入による事務費の増加
により、計画3,868百万円に対し3,909百万円（計画比101％）となりました。

（３）経常利益
賃貸料の減少等があったものの、事業総利益の増加が大きく影響し、計画487百万
円に対して実績1,151百万円（計画比236％）となりました。

（４）税引前当期利益
経常利益の増加により、計画487百万円に対して実績1,152百万円（計画比236％）
となりました。

３．経済事業対策費の支出
ＪＡとの連携により自己改革の取り組みを強化

し、ＪＡグループ茨城の基盤強化、生産者のＪＡ
への結集力を高めるために、経済事業対策費とし
て、53,288千円（消費税込）を支出します。

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

※端数処理については、百万円未満を切り捨てしております。

※端数処理については、百万円未満を四捨五入しております。
総供給販売高であり、供給高・販売高・本部間販売・内部送りの合計です。

＜事業取扱高＞

＜部門別内訳＞

＜総合収支＞

１．取扱高は、購買事業では、肥料の取扱数量減少や施設工事物件の見直しによる受注減があったものの、農業機械の取扱い増やエネルギー価格高騰による影響で計画を上回りま
した（計画比103％）。販売事業では、令和6年産米や青果物の単価高により計画を上回りました（計画比121％）。全体では、計画168,652百万円に対して実績194,518百万円
（計画比115％）となりました。

２．事業総利益は、取扱高の増加により、計画4,286百万円に対して実績5,024百万円（計画比117％）となりました。
３．経常利益は、人件費や備品購入による事務費の増加に加え、事業外損益が減少したものの、事業総利益の増加により、計画487百万円に対して実績1,151百万円（計画比

236％）となりました。
４．税引前当期利益は、経常利益の増加により、計画487百万円に対して実績1,152百万円（計画比236％）となりました。

（単位：千円、消費税込）

対　策　名　称 対策額

系統経済事業基盤強化対策費 33,328

肥料銘柄集約等奨励 19,960

合　　　計 53,288

科　　目 5年度実績 6年度計画 6年度実績 計画比 前年比

総供給販売高 175,413 168,651 194,517 115.3 110.9

事業総利益 4,534 4,286 5,024 117.2 110.8

事業管理費 3,851 3,868 3,909 101.1 101.5

事業利益 682 418 1,114 266.2 163.2

財務損益 ▲13 ▲29 ▲22 － －

事業外損益 83 98 59 60.3 70.5

経常利益 753 487 1,151 236.2 152.9

特別損益 2 0 0 － －

税引前当期利益 755 487 1,152 236.4 152.5

法人税・住民税および事業税 22 6 17 272.7 80.2

当期剰余金 733 480 1,134 235.9 154.7

部　　門 5年度実績 6年度計画 6年度実績 計画比 前年比

米　穀　部 17,516 14,988 20,873 139.3 119.2

園　芸　部 110,788 103,551 122,721 118.5 110.8

畜　産　部 6,781 7,137 7,393 103.6 109

農機営農支援部 7,004 6,510 7,690 118.1 109.8

生産資材部 13,340 17,759 15,433 86.9 115.7

生活総合リテール部 19,984 18,707 20,409 109.1 102.1

合　　　計 175,413 168,652 194,518 115.3 110.9

部　　門 5年度実績 6年度計画 6年度実績 計画比 前年比

購　　買 48,175 50,134 51,464 102.7 106.8

販　　売 127,238 118,517 143,054 120.7 112.4

合　　計 175,413 168,652 194,518 115.3 110.9
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 ＪＡ共済連では、令和４年度から６年度までのＪＡ共済３か年計画において 

「新たな時代に、変わらぬ安心を ～地域とともに、農とくらしの未来を支えるＪＡ共済～」

をスローガンに掲げ、ＪＡグループの自己改革を踏まえた取り組みを進めています。 

 ＪＡの自己改革をサポートするため、「農業者の所得増大をサポートする取り組み」、「持

続可能で安心して暮らせる豊かな地域社会の確立に向けた取り組み」、「農業、地域・くらし

を支える組織・事業基盤強化に向けた取り組み」について着実に実践しています。 

【令和６年度の取組成果】 

 

 

１．農業リスク診断活動 

農業経営の大規模化・法人化、６次産業化などの農業 

構造の変化にともない、農業を取り巻くリスクは増大・ 

多様化しています。 

このような農業環境の変化を踏まえ、農業者の皆さま 

に農業を取り巻くリスクの周知・診断活動の支援および 

農業者賠償責任共済等を案内しました。 

 

２．農作業事故の未然防止活動 

農業者への安全啓発、農作業事故を減らすことを目的 

 に教育・予防効果の高いＶＲ体験を含む農作業安全研修 

 プログラムを提供し、大学農学部で講義や農業祭・農機 

 具展示会などのイベントで農業者への危険の周知と安全 

 対策の啓発を行いました。 

 

 

１．「ＪＡくらしの活動」への支援 

県中央会と連携し、ＪＡが実施する支店・事業所を 

協同活動の拠点とした「ＪＡくらしの活動」の支援に 

取り組みました。 

  その結果、県下ＪＡにおいて３８８件の活動への 

支援が実現し、ＪＡと地域住民との結びつきの強化 

と地域の活性化につながる取組みとなりました。 

 また、「げんきなカラダプロジェクト」に取り組み、ＪＡの直売所等において 

「農業＝食＝健康」を結びつけた健康増進活動(ベジチェック)を実施しました。 

Ⅱ 農業、地域・くらしを支える組織・事業基盤強化に向けた取り組み 

ＶＲ体験講義の様子 

農業リスク診断活動事例集 

 

ＪＡ共済連 

ベジチェックの実施 

Ⅰ 農業者の所得増大をサポートする取り組み 
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２．ＪＡ共済の地域貢献活動 

 豊かで安心して暮らせる地域社会づくりに貢献するため、文化支援活動、交通事故 

対策活動、健康増進活動、災害救援活動などさまざまな活動に継続して取り組みまし 

た。 

   ＜文化支援活動＞ 

 ＪＡ共済小・中学生書道コンクールやＪＡ共済 

カップ少年サッカー大会を開催し、ＪＡ共済の理 

念である相互扶助（助け合い）の精神をお伝えす 

るとともに、地域との絆づくりに取り組みました。 

＜交通事故対策活動＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 組合員・利用者の皆さまの利便性向上とＪＡの事務負荷の軽減を図るため、平成２８年

度からタブレット型端末機（Lablet’s）を活用した契約申込手続きのペーパーレス化、キ

ャッシュレス化を、令和３年度からＷｅｂマイページ、ＪＡ共済アプリの導入・展開およ

び機能拡張を実施しています。 

この事務負荷軽減の効果を、お客様相談等の機能強化に振り向け、さらなるサービスの     

向上を実現してまいります。 

また、ＪＡの総合事業のメリットを発揮した事業間連携により、組合員の相続対策や  

ＪＡの渉外担当者の人材育成に取り組みました。 

ＪＡ共済は、ＪＡとの一体的な事業運営を強固にしつつ、将来にわたって、事業環         

境の変化に適切に対応した事業活動を展開することにより、組合員・利用者の皆さまの

くらしを守り、農業と地域社会づくりに貢献し続けていきます。 

小・中学生書道コンクール 

  世代別の交通事故対策として、高齢者ドライバー

向けのドライビングシミュレーターを利用した安全

運転診断、児童・生徒向けの自転車交通安全教室を

県内各地において開催し、交通事故の未然防止と交

通安全への啓蒙に取り組みました。 

 また、昭和５１年から実施している県内小学校新

入学児童に対する黄色い帽子の寄贈は、令和６年度

で４９回目を迎え、初めて通学を経験する児童の交

通安全を祈願し、これまでに累計約１７１万個を贈

呈しました。 

 

    交通安全帽子の贈呈式 
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